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記号一覧 
 記号  説明(名称) 
【結合実験に関わる記号】 
Sj  結合実験時の軸部品上端部の変位(結合ストローク) 
Fj  結合実験時に軸部品上端部に負荷する荷重(結合荷重) 
Fj-min  結合に必要な最小の結合荷重 
Fj-max  軸全端の樽型変形を生じずに負荷できる最大の結合荷重 
 
【軸戻し実験に関わる記号】 
Sr  軸戻し実験時の軸部品上端部の変位(軸戻しストローク) 
Fr  軸戻し実験時に軸戻しパンチに負荷する荷重(軸戻し荷重) 
Fp  結合品から軸部品が抜け始める荷重(軸戻し耐荷重) 
Pj  結合荷重を負荷したことにより，軸部品先端部と穴部品 
段付け加工部の接触面に生じる軸方向の面圧 
 Je  結合荷重に対する軸戻し耐荷重の比(結合効率) 
 
【試験片の寸法・材料特性に関わる記号】 
 σb  材料の硬さから換算した相当引張強さ 
 Ds  軸部品の外径の実測値 
 Da  穴部品の段付け加工部の小内径部寸法 
 Db  穴部品の段付け加工部の大内径部寸法 
 W (W1,W2,W3) 穴部品の段付け加工部の幅(段差幅) 
 C (C1,C2,C3) 軸部品外径と穴部品内径のクリアランス 
 Le  結合法 Aにおいて，結合時に軸部品先端が穴部品段付け 
加工部から押し出された部位の長さ(押出し長さ) 
 Lj  結合時に軸部品側面と穴部品内面が接触していた範囲の長さ 
   (結合長さ) 
【トルク強度実験に関わる記号】 
dS  トルク強度実験装置の主軸の回転による変位 
h  トルク強度実験装置の主軸中心から dSの測定位置までの 
距離 
θ  dSと hから近似した主軸の回転角度 
Tc  軸戻し耐荷重から計算して求めたトルク強度 
(推定トルク強度) 
Tp  穴部品に対して軸部品が回転し始めるトルク強度(耐トルク) 
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第1章 序論 
 
１．１ 緒言 
 近年，自動車をはじめとする運輸機器，産業機器では軽量化，低コスト化，環境負荷
の低減が要求されている。従来，Fig. 1-1に示すような自動車の CVT プーリーなどの軸
部と円盤部からなるミッション部品の製造には鍛造などの一体成形または軸部品と円
盤部品を溶接する方法が用いられてきた．鍛造で CVT プーリーを製造する場合，熱間
鍛造で主の形状を成形した後に鍛造の精度を補うために切削加工を行い，最後に熱処理
を行うこととなる．そのため，熱間鍛造のための加熱エネルギーや切削によるコスト，
材料のロス，熱処理時の積載効率の悪さによる加熱エネルギーの増大などが問題となる．
軸部品と円盤部品を溶接して製造する場合には，溶接による入熱の影響や CO2 の排出
が問題となる．また，溶接が困難な材料の存在も問題となる．一方，Fig. 1-2 に示すよ
うなミッションハウジングに軸受け部品を結合する場合などには，ボルト締結や圧入な
どの方法が用いられてきた．ボルト締結ではボルトが必要となるため，部品数が増加し，
重量も増加する．また，締結のためのフランジによっても重量が増加する．さらに，組
立てコストも問題となる．圧入では，結合部に高い寸法精度を要求されることや生産性
の悪さなどが問題となる． 
そこで，これらの部品の軽量化，低コスト化，環境負荷低減のために，溶接やボルト
締結，圧入に変わる結合方法として塑性結合法の適用が提案されている． 
 
１． ２ 従来の塑性結合法の概要 
 軽量化，低コスト化，環境負荷低減のために提案される塑性結合法について，いくつ
か紹介する． 
1) 塑性流動結合法 101) 
塑性流動結合法とは，1980 年前後に金丸らによって開発され，主に自動車部
品などで実用化されている結合法である．まず，Fig. 1-3(a)のように結合溝を持
った軸部品と円盤状の部材を精密なはめあいで仮組立てする．このとき，軸と
円盤のはめあいには微小な隙間が存在するため簡単に仮組立てを行うことがで
きる．次に，Fig. 1-3(b)に示すような円筒状の専用パンチを用いて円盤部材の一
部を加圧し，軸部材に設けた結合溝に円盤部材を塑性流動させることによって
結合する．パンチの加圧ストロークが小さいことから部材のはめあい精度に依
存して高精度であり，かつプレス機を用いて結合できることから生産性が高い
という特徴を持つ． 
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Fig. 1-1  CVT pulley 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1-2  Housing and holder assembly (Bolt joining) 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)     (b) 
Fig. 1-3  Metal flow joining method 
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2) シェービング接合 102),103) 
 シェービング接合は，Fig. 1-4に示すように鋭利な角を持った軸部品を軸外径
よりわずかに小さな内径の下穴に押し込むことで接合する方法である．押し込
まれた軸部品の鋭利な角は，下穴の内面を軽切削（シェービング）する．この
軽切削による新生面の凝着と，切削くずが切削先端に堆積，密着するという性
質を利用して接合を行っている．2 部材の接合以外に，リベットのように用い
ることで薄板を重ねて締結することも可能である．多様な異種材間接合が可能
である，接合部の機密性が高い，プレス工程で接合できるため生産性が高いと
いう特徴をもつ． 
 
3) 焼入れスプラインの押込み 104)~107) 
Fig. 1-5に，この結合法に用いる軸部品の形状を示す．軸部品の端部には軸方
向の歯溝（スプライン）が加工されており，歯溝の先端は拡大図に示すように
傾斜がついている．この硬質軸部品を歯溝谷部の直径より大きく，歯溝山部の
直径より小さい直径の下穴を開けた軟質部材に押し込むことで結合する方法で
ある．歯溝山部の傾斜が穴壁面に押し当てられることで穴の壁面が歯溝谷部に
塑性流動し，高いねじり強度を得ることができる．そのため，焼入れスプライ
ンの押込みはねじり強度を重視した塑性流動結合とも呼ばれる．機械的かみ合
いによる接合のため強度設計が容易で信頼性が高い，プレス工程で接合できる
ため生産性が高いという特徴を持つ． 
 
4) 植込み接合 108),109) 
Fig. 1-6に植込み接合の方法を示す．まず，熱間鍛造直後の高温の円盤部材に
室温の軸部品をプレスで押し込み，円盤部材を打ち抜く．その後，円盤部材を
空冷して軸部品を結合する方法である．高温で円盤部材を打ち抜くことで軸部
品との間に生じる新生面の凝着と焼付き，冷却収縮による締付け力により結合
している．熱間鍛造の生産工程に組込み可能であり，プレス工程で接合できる
ため生産性が高いという特徴を持つ． 
 
これらの塑性結合法のうち塑性流動結合法は，軸部品と円盤部材のはめあいに隙間が
あるため仮組みが簡単であり，組立てた状態でプレス機に投入できるという点で優れて
いる．また，軸部品外径と円盤部材内径に要求される加工精度も，シェービング接合や
スプラインの押込みより低い加工精度で済む． 
そのため，本研究ではこの塑性流動結合法ついて研究を行うこととした． 
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Fig. 1-4  Shave joining method 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1-5  Spline joining method 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1-6  Indentation plastic joining method 
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１． ３ 本研究の目的 
前節にて塑性流動結合法が軽量化，低コスト化，環境負荷低減のために有用な方法
であると述べた．最近では，この結合法がパンチの加圧ストロークが小さいことから
部材のはめあい精度に依存して高精度であり，かつ生産性の高い結合法であるという
特徴に着目した村上らによって，焼入れ部材間の結合 110)~112)，鋼円盤と鋼管の結合
113)，さらに延性の乏しいアルミダイカストのリングと鋼軸の結合 114),115)へと塑性流動
結合法の応用展開が図られてきた．しかし，これまでの塑性流動結合法は結合時に製
品形状に合わせた円筒状の専用パンチが必要であり，パンチの設計，製作，維持のた
めのコストや工程が要求される．そのため，多品種少量生産への適用も難しい． 
そこで本研究では，専用のパンチを必要とせずに軸部品と穴付き部品を塑性流動結
合する方法を提案し，その基本特性について検討することで，塑性流動結合法のさら
なる低コスト化，生産性の向上及び少量生産への適用拡大を図ることを目的とした． 
 
１．４ 提案する結合法の概要 
本研究で提案する結合の方法は，硬さの異なる軸部品と穴部品の硬度差を用いるこ
とで専用パンチを不要とする結合方法であり，材料の組合せで 2通りに分けられる．  
第 1の結合方法は，軟質な軸部品と硬質な穴部品を組み合わせた結合法 Aである．
Fig. 1-7に結合法 Aの概略図を示す．結合法 Aでは真っ直ぐな円柱形の軸部品と内部
に段付け加工を施した中心穴をもつ穴部品を用いて結合を行う．まず，軸部品と穴部
品を精密なはめあいで組み立てる．このとき軸穴間のはめあいには微小な隙間が存在
する．その後，軸部品の上端をプレス機などで直接加圧することで，段付け加工部に
接触する軸部品が局所的に塑性流動し，Fig. 1-7 拡大図に示すように軸部品と穴部品の
間に高い締付け圧力を発生させる．この締付け圧力と軸穴間の摩擦によって結合力を
得る方法である． 
第 2の結合方法は結合法 Aとは反対に，硬質な軸部品と軟質な穴部品を組み合わせ
た結合法 Bである．Fig. 1-8に結合法 Bの概略図を示す．結合法 Bでは軸部品にも段
付け加工を施したものを用いる．結合法 Aと同様に軸部品と穴部品を組み立てた後
に，軸部品の上端をプレス機で直接加圧する．これにより，結合法 Aとは反対に，
Fig. 1-8拡大図に示すように穴部品の段付け加工部が局所的に塑性流動し，軸部品を高
い圧力で締め付ける．これにより，結合法 Aと同様に締付け圧力と摩擦によって結合
法を得る方法である． 
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Fig. 1-7  New metal flow joining method A 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 1-8  New metal flow joining method B 
 
１．５ 本論文の概要 
 本研究では，塑性流動結合法のさらなる低コスト化，生産性の向上及び少量生産へ
の適用拡大のために，専用のパンチを必要とせずに軸部品と穴付き部品を塑性流動結
合する方法を提案した．提案する結合法を用いて結合実験と軸戻し実験，トルク実験
を実施し，結合時の負荷荷重と得られる結合強度の関係などの基本特性を検討し，従
来の塑性流動結合法と比較して十分な結合強度を得ることができることを確認した．
さらに，結合強度に及ぼす結合法の違いによる影響，材料の組合せの影響，穴部品段
差幅とクリアランスの影響を検討し，結合強度が向上する結合条件を確認した．ま
た，有限要素法解析ソフトウェアを用いたシミュレーションによって変形解析，実験
結果の予測，補間が可能であることを確認した．本論文では，その検討内容を以下の
順で述べる． 
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第 2章では結合法 Aを用いてアルミニウム合金 A5056 軸部品と機械構造用炭素鋼
S45C穴部品を結合した場合（条件 A1）と，結合法 Bを用いて S45C軸部品と A5056
穴部品を結合した場合（条件 B1）に得られる結合強度について検討した．その結果，
提案する結合法が従来の塑性流動結合法と同等の結合強度を得られることを明らかに
した．また，結合法 Aでは結合時に負荷する荷重の増加に対して結合強度も直線的に
増加するが，結合法 Bでは軸部品段付け加工長さに起因して結合強度の直線的増加に
上限があり，ある結合荷重を超えると得られる結合強度は一定となるという特徴を明
らかにした 
第 3章では結合法 Aを用いて S45C軸部品と合金工具鋼 SKD11 穴部品を結合した場
合（条件 A2）と，第 2章の条件 A1について，それぞれの条件で得られる結合強度を
比較し，結合強度に及ぼす材料強度の影響を検討した．その結果，結合法 Aにおいて
は軸部品の強度が高い材料ほど大きな結合力を得ることができることを明らかにし
た．また，材料の組合せが異なっても結合効率と結合面圧比の関係を用いて，得られ
る結合強度のおおよその大きさを推測することが可能であると明らかにした． 
第 4章では結合法 Aについて，条件 A2 を用いて穴部品内径に施す段付け加工の段
差幅を 0.5mm，0.74mm，1.0mm，軸外径と穴内径のクリアランスを 0.015mm，
0.028mm，0.055mmと変更した条件で実験を行い，結合強度に及ぼす穴部品の段差幅
の影響と軸穴間のクリアランスの影響を検討した．その結果，段差幅は結合強度に大
きな影響を及ぼし，段差幅が小さい方がより小さな結合荷重で大きな結合強度を得る
ことができることを明らかにした．また，クリアランスは結合強度にほとんど影響を
及ぼさず，結合時に負荷した荷重が同じであればクリアランスが異なっても同程度の
結合強度を得ることができることを明らかにした． 
第 5章では有限要素法解析ソフトウェアを用いたシミュレーションモデルと解析条
件の説明とその解析結果の妥当性を検討した．その結果，有限要素法解析を用いて変
形解析と実験結果の予測，補間が可能であると明らかにした．また，第 4章の実験結
果の補間を行った． 
第 6章では，第 2 章および第 3章で用いた実験条件（条件 A1，A2，B1）において
実験結果から得られた軸戻し耐荷重を元に，トルク強度の推定値を求めた．また，そ
れらの実験条件でトルク強度実験を行い，提案する結合法によって得られるトルク強
度を検討した．その結果，提案する結合法のトルク強度は，結合法 Aについては軸戻
し耐荷重から推定可能であることを明らかにした．一方，結合法 Bのトルク強度の推
定については，更なる検討と改善が必要であった．また，提案する結合法は従来の塑
性流動結合法よりも大きなトルク強度を得られることを明らかにした． 
第 7章は，結論として各章の結果と今後の課題を述べる．  
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第 2章 結合強度に及ぼす結合法の違いの影響 
 
２．１ 緒言 
 近年，自動車をはじめとする運輸機器，産業機器では軽量化，低コスト化，環境負荷
の低減が要求されている．従来，自動車の CVT プーリーなどの軸部と円盤部からなる
ミッション部品の製造には鍛造などの一体成形，または軸部品と円盤部品を溶接する方
法が用いられてきた．また，ミッションハウジングに軸受け部品を結合する場合などに
は，ボルト締結や圧入などの方法が用いられてきた．しかし，鍛造には膨大なエネルギ
ーを要することや鍛造後の切削加工におけるコストと材料のロスが問題となり，溶接で
は入熱の影響，CO2の排出及び溶接が困難な材料の存在が問題となる．また，ボルト締
結では部品数の増加や組立てコスト，圧入では結合部に高い寸法精度を要求されること
などが問題となる．そこで，これらのような部品の軽量化，低コスト化，環境負荷低減
のために，塑性流動結合法 201)，シェービング接合 202),203)，焼入れスプラインの押込み
204)~207)，植込み接合 208),209)などの塑性結合法の適用が提案されている． 
このうち塑性流動結合法は 1980 年前後に開発され，主に自動車部品において実用化
されている方法である．開発当初の方法では，軸と円盤状の部材を精密なはめあいで組
み立てた後に，軟質円盤部材の一部を円筒状の専用パンチで加圧し，硬質部材の軸部に
設けた結合溝に軟質円盤部材を塑性流動させることによって結合するものであった． 
 最近では，この結合法がパンチの加圧ストロークが小さいことから部材のはめあい精
度に依存して高精度であり，かつ生産性の高い結合法であるという特徴に着目した村上
らによって，焼入れ部材間の結合 210)~212)，鋼円盤と鋼管の結合 213)，さらに延性の乏し
いアルミダイカストのリングと鋼軸の結合 214),215)へと塑性流動結合法の応用展開が図ら
れてきた． 
 しかし，これまでの塑性流動結合法は結合時に製品形状に合わせた円筒状の専用パン
チが必要であり，パンチの設計，製作，維持のためのコストや工程が要求される．その
ため，多品種少量生産への適用も難しい． 
そこで本研究では塑性流動結合法のさらなる低コスト化，生産性の向上及び少量生産
への適用拡大のために，専用のパンチを必要とせずに軸部品と穴付き部品を塑性流動結
合する方法を提案した． 
本章では，提案する結合法が従来の塑性流動結合法と比較して十分な結合強度を得る
ことができるか検討することを目的とした．そのために，結合実験と軸戻し実験を実施
し，結合時の負荷荷重と得られる結合強度の関係などの基礎データを得ることにした．
また，結合法 A（軟質軸と硬質穴の結合）と結合法 B（硬質軸と軟質穴の結合）の違い
による影響を検討した． 
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２．２ 実験方法 
２．２．１ 試験片材料と寸法 
 本章では，試験片材料にアルミニウム合金 A5056 と機械構造用炭素鋼 S45Cを用い
た．Table 2-1に結合法ごとの材料の組合せを示す．結合法 A（軟質軸と硬質穴の結
合）には，A5056 軸部品と S45C穴部品を組み合わせた．次章以降の条件と区別する
ため，この組合せを条件 A1 と呼ぶ．結合法 B（硬質軸と軟質穴の結合）には，結合法
Aとは反対に S45C軸部品と A5056穴部品を組み合わせた．この組合せを条件 B1 と呼
ぶ．Table 2-2に各材料の硬さと表面粗さを示す．硬さ測定にはマイクロビッカース硬
さ試験機（Akashi HM-102）を，表面粗さ測定には表面微細形状測定器（Kosaka 
Laboratory SE-3400）を用いた．軸部品の表面粗さは，軸外径の軸方向の粗さを測定し
た．穴部品の表面粗さは，穴内径の軸方向の粗さを測定した． 
また，Fig. 2-1に試験片の寸法を示す．条件 A1で使用する軸部品は外径 20mm，長
さ 30mmとした．条件 B1 で使用する軸部品は先端に外径 18.5mm，長さ 2.5mmの段付
け加工を施した．穴部品は条件 A1，条件 B1ともに同じ寸法とし，外径 40mm，内径
18.5mm，厚さ 10mmのリングに内径 20mm，深さ 6.5mmの段付け加工を施した．軸外
径の寸法公差は-0.020～-0.005mm，穴内径の寸法公差は 0～+0.02mmであり，軸と穴は
隙間ばめである．この軸-穴間の隙間は，実測で 0.015mm程度であった． 
 
 
Table 2-1  Specimen combination 
 
 
 
 
 
 
  
Mechanism Combination Shaft Ring 
Method A 
(Soft shaft) 
 A1 A5056 S45C 
Method B 
(Hard shaft) 
B1 S45C A5056 
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Table 2-2  Specimen hardness and roughness in the axial direction 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-1  Dimensions of specimen 
 
  
Material S45C A5056 
Hardness (HV0.3) 256 103 
Roughness (Ra) 
Shaft 1.77 0.93 
Ring 0.77 0.24 
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２．２．２ 結合実験方法 
 結合実験には，万能試験機を用いた．Fig. 2-2に実験装置の主要部を示す．実験中
は，レーザー変位計で軸端部の変位（以下，結合ストローク Sjと呼ぶ）を，ロードセ
ルで結合時の負荷荷重（以下，結合荷重 Fjと呼ぶ）を連続的に記録した．以下に結合
実験の手順を示す． 
 
1） スプレー式のクリーナーを用いて軸部品と穴部品を全て脱脂する．(補足参照) 
2） 穴部品に軸部品を挿入して仮組みする． 
3） 仮組みした試験片を，位置決め治具と支持盤を用いて万能試験機上のロードセルに
セットする． 
4） 万能試験の圧縮ラムを，軸部品上端部に触れる位置まで動かす．この位置でレーザ
ー変位計のゼロ位置を設定する． 
5） レーザー変位計及びロードセルと接続した PC上で Fjと Sjの測定データの記録を開
始する． 
6） 万能試験機を用いて軸部品の上端部に結合荷重 Fjを負荷する． 
7） 万能試験機の示す荷重が目標とする結合荷重に達したところで荷重負荷を終了し，
除荷する． 
8） PC上の測定データ記録を停止し，結合した試験片を万能試験機と治具から取り出
す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-2  Setup for joining experiment 
  
Laser 
displacement 
gage
Specimen set
Load cell
Enlargement
Load cell
Positioning
jig
Pressure pad
Joining load Fj
Shaft
Ring
Support
disc
①
②
Press ram
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各条件で負荷する結合荷重の大きさは，以下のようにして決めた．  
まず，結合法 Aで塑性流動を引き起こすためには，段付け加工部で突き当てられる
軸部品と穴部品の接触面に，軸の降伏応力を超える面圧が発生しなくてはいけない．
この接触面積は，軸断面積から段付け穴（内径 18.5mm）の面積を引いた面積であり，
これを段付け加工部接触面積とする．また，このとき必要となる結合荷重を最小結合
荷重 Fj-minとする．Fj-minは軸の降伏応力と段付け加工部面積から， 
 
最小結合荷重 Fj-min ＝ 軸の降伏応力 × 段付け加工部接触面積  (2.1) 
 
となる． 
一方，結合時に段付け加工部での塑性流動の発生のみならず，軸全体が降伏し樽型
変形が生じてしまう事は好ましくない．そのため，軸の横断面に生じる圧縮応力が軸
の降伏応力を超えない結合荷重を最大結合荷重 Fj-maxとする．Fj-maxは軸の降伏応力と
軸の横断面積から， 
 
最大結合荷重 Fj-max ＝ 軸の降伏応力 × 軸の横断面積   (2.2) 
 
となる． 
 また，Table 2-2の材料の硬さから，試験片材料に用いた A5056 は H材（加工硬化処
理）相当であると推測できる．一般的な A5056の H材の降伏応力は 230～290MPa 程
度である．付録に記載する A5056 試験片の圧縮試験の結果からも，本研究で用いた
A5056 の降伏応力は 230MPa 程度と推測される． A5056 軸部品の降伏応力を 230MPa
とすると，軸外径が 20mmで段付け穴内径が 18.5mmであるから，式（2.1）より Fj-min
は 10kN程度となる．同様に，式（2.2）より Fj-maxは 72kN程度となる．よって，確実
に塑性流動による結合が発生し，かつ軸全体が降伏しない範囲として，条件 A1 では
結合荷重 Fjが 20～70kN程度の範囲で結合実験を行った． 
 同様に，結合法 Bの最小結合荷重は， 
 
最小結合荷重 Fj-min ＝ 穴の降伏応力 × 段付け加工部接触面積  (2.3) 
 
となる．A5056 穴部品の降伏応力を 230MPa とすると，条件 B1 では Fj-minは 10kN程度
となる．一方，Fig. 2-1 の(c)穴部品に(b)軸部品を挿入すると，軸端部段付け加工部先
端から穴部品底面までのクリアランスは 1.0mmであり，結合ストローク Sjが 1.0mm
以上になると軸部品が支持盤に突き当たってしまう．そのため，Sj=1.0mmの時に得ら
れる結合荷重を最大結合荷重とし，条件 B1では 71kNであった．よって，条件 B1 で
は結合荷重 Fjが 20～71kN程度の範囲で結合実験を行った． 
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２．２．３ 軸戻し実験方法 
 結合強度を測定するために，結合品の穴部品から軸部品を押し戻す軸戻し実験を行
った．軸戻し実験にも万能試験機を用いた．Fig. 2-3 に実験装置の主要部を示す．実験
中は，レーザー変位計で軸戻しパンチの変位（以下，軸戻しストローク Srと呼ぶ）
を，ロードセルで負荷荷重（以下，軸戻し荷重 Frと呼ぶ）を連続的に記録した．以下
に結合実験の手順を示す． 
 
1） 結合品を上下反転し，軸戻し治具にセットする． 
2） 結合品と治具，軸戻しパンチを万能試験機上のロードセルにセットする． 
3） 万能試験の圧縮ラムを，軸戻しパンチ上端部に触れる位置まで動かす．この位置で
レーザー変位計のゼロ位置を設定する． 
4） レーザー変位計及びロードセルと接続した PC上で Frと Srの測定データの記録を
開始する． 
5） 軸戻しパンチを介して軸部品に結合時とは逆向きの荷重（軸戻し荷重 Fr）を負荷
する． 
6） 軸部品が，穴部品から完全に脱落したら実験を終了する． 
7） PC上の測定データ記録を停止し，分離した試験片を万能試験機と治具から取り出
す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-3  Setup for shaft return experiment 
  
Joined
set
Return jig
Return punch
Load cell
Pressure pad
Shaft return load Fr
①
②
Enlargement
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displacement 
gage
Specimen set
Load cell
Press ram
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２．３ 実験結果及び考察 
２．３．１ 結合実験 
 Fig. 2-4に，結合実験から得られた条件 A1 の結合荷重 Fjと結合ストローク Sjの関係
を示す．全ての実験結果において，ほぼ同じ滑らかな曲線に沿って Fjが上昇する結果
となった．また，1.0mm以下の短い結合ストロークで最大の結合荷重を負荷すること
ができた．これは，本実験で用いた軸部品と穴部品のはめあいが高い精度であり，大
きな塑性流動を必要としないためである． 
 同様に Fig. 2-5に条件 B1 の結合荷重 Fjと結合ストローク Sjの関係を示す．条件 A1
と同様に，全ての実験結果においてほぼ同じ曲線に沿って Fjが上昇する結果となっ
た．しかし，条件 A1 と条件 B1 では曲線の傾向が異なる結果となった． 
そこで，Fig. 2-6 に条件 A1 と条件 B1の結合荷重 71kNの結果を重ねたグラフを示
す．はじめは条件 B1 の方が荷重上昇の立ち上がりが大きく，結合荷重が 40kNを超え
た辺りから条件 B1の荷重上昇が緩やかになり条件 A1 の方が荷重上昇が大きくなる，
という傾向があることがわかる．この結合法の違いによる荷重上昇傾向の違いの原因
は，材料の塑性変形の形態の違いによるものである．Fig. 2-7に結合実験初期の塑性流
動の様子を示す．条件 A1 では軸穴間の締付け圧力を発生させる塑性流動以外に，段
付け穴内部に押し出される様に軸先端が変形している．一方，条件 B1 の穴部品の変
形は，軸を締め付ける塑性流動の発生のみであり，無駄となる変形が生じていない．
そのため，条件 B1の方が初期の荷重上昇が大きくなる結果となった．また，Fig. 2-8
に結合荷重 40kN以下の場合と結合荷重 40kN以上の場合の条件 B1の塑性流動の様子
を示す．結合荷重 40kN以下の場合，前述のとおり穴部品の塑性流動は軸部品を締め
付けるように発生する．しかし，結合荷重が 40kNを超えると穴部品の塑性変形の範
囲が軸の端面まで広がり，塑性流動した穴部品が軸先端部より下の空間に流れ込んで
しまう．このため，結合荷重 40kN以上の範囲では条件 B1の荷重上昇が緩やかになる
結果となった． 
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Fig. 2-4  Relations between joining load and shaft displacement (Combination A1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-5  Relations between joining load and shaft displacement (Combination B1) 
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Fig. 2-6  Relations between joining load and shaft displacement  
(Combination A1 Fj=71kN and Combination B1 Fj=71kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-7  Difference in plastic deformation 
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Fig. 2-8  Image of the plastic deformation of condition B1 
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２．３．２ 軸戻し実験 
Fig. 2-9 (a)に，軸戻し実験から得られた条件 A1の軸戻し荷重 Frと結合ストローク Sr
の関係を，Fig. 2-10 (a)に条件 B1 の軸戻し荷重 Frと結合ストローク Srの関係を示す．
いずれの条件でも，軸が抜け始めてもすぐには軸戻し荷重が 0にならず，完全に軸が
抜けるまでは荷重が発生し続ける．つまり，本結合法は結合強度を超えた途端に脆性
的に破壊されるのではなく，軸が抜け始めてからも延性破壊的に荷重を支えることが
可能である．また，Fig. 2-9 (b)，2-10 (b)に横軸を拡大したグラフを示す．いずれの条
件でも，軸戻し荷重は最初に直線的に大きく上昇した後，直線性を失い急降下もしく
は緩やかな曲線状に上昇する．この最初に軸戻し荷重の上昇から直線性が失われた荷
重が，軸部品が穴部品から抜け始める荷重であり，結合強度を評価する値として軸戻
し耐荷重 Fpと定義した．軸戻し耐荷重を超えた後に再び荷重が上昇する場合がある
が，これは軸戻しの途中で軸が焼き付いてしまったためと考えられる． 
Fig. 2-11に軸戻し耐荷重 Fpと結合荷重 Fjの関係をまとめたものを示す．条件 A1 で
は結合荷重に対して軸戻し耐荷重がほぼ直線的に大きくなり，実験した範囲では結合
荷重 71kNの時に最大軸戻し耐荷重 22kN程度を得ることができた．このことから，軸
部品の方が軟質であり軸を塑性変形させて結合する場合は，より大きな結合荷重を負
荷することで大きな軸戻し耐荷重を得られることが分かった． 
一方，条件 B1では結合荷重が 40kN程度までは軸戻し耐荷重が直線的に大きくなる
が，それ以上の結合荷重で得られる軸戻し耐荷重は 16kN程度で一定となった．実験
した範囲で は結合荷重が 47kNで軸戻し耐荷重は最大となり，その値は 16.7kNであ
った．結合荷重 40kN以上で軸戻し耐荷重が一定となった原因は，前節 Fig. 2-8で説明
したのと同様に結合荷重 40kN以下では軸部品の段付け加工部をしめつけるように穴
部品の塑性変形が発生するが，結合荷重が 40kNを超えると穴部品の塑性変形の範囲
が軸の端面まで広がり，結合荷重は増加するが軸戻し耐荷重には寄与しないようにな
るためと考えられる．また，結合荷重 40kN以下の範囲では条件 A1よりも条件 B1 の
方が大きな軸戻し耐荷重を得ることができた．これは前節 Fig. 2-7で説明したのと同
様に，結合荷重 40kN以下の範囲では条件 A1 に比べて条件 B1 の方が結合力に寄与し
ない無駄な塑性変形が生じないためであると考えられる．そのため，条件 B1 の軸部
品の段付け加工部の長さを 2.5mmより長くし，結合荷重 40kN以上の範囲でも直線的
に軸戻し耐荷重が増加すれば，条件 B1 は条件 A1 よりも大きな軸戻し耐荷重が得られ
ると考えられる． 
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(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 2-9 Relations between shaft return load and shaft displacement (Combination A1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 2-10 Relations between shaft return load and shaft displacement (Combination B1) 
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Fig. 2-11 Relations between shaft return proof load and joining load 
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２．３．３ 従来法の結合強度との比較 
 本研究で提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法で得られた軸戻し耐荷
重と従来の専用パンチを用いる塑性流動結合法で得られる軸戻し耐荷重を比較し，十
分な結合強度を得ることができているか検討した．比較する従来の塑性流動結合法に
は，アルミダイカスト部品の高強度塑性流動結合 214)の研究成果を用いた．Fig. 2-12に
その概略を示す．この研究では外径 32mmの S45C軸部品と ADC12穴部品の結合で最
大 35kN程度の軸戻し耐荷重を得られたと報告されている．これに対して本研究で提
案する結合法得られた軸戻し耐荷重は，条件 A1が 22ｋN，条件 B1 が 16ｋNと小さな
荷重であった．しかし，本結合法は締め付け応力と摩擦によって結合力を得ているた
め，軸と穴の接触面積の広さが軸戻し耐荷重に大きく影響する．そのため，軸外径の
大きさに軸戻し耐荷重の大きさが比例すると考えられる．ここで，本研究の軸外径
20mmを従来法の軸外径 32ｍｍと比較すると 0.63 倍となる．条件 A1 で得られる軸戻
し耐荷重を，従来法と比較すると 0.63倍となり，パンチを用いた従来の塑性流動結合
法と同等の結合強度を得ることができたといえる．一方，条件 B1は得られる軸戻し
耐荷重に上限が存在したため，従来法と比較して 0.46倍の軸戻し耐荷重であった．し
かし，条件 B1 は前節でも述べたとおり，段付け加工部長さを長くすることで条件 A1
以上の軸戻し耐荷重を得ることができると考えられ，従来法と同等以上の結合強度を
得ることができると考えられる． 
また，従来法は塑性流動による締付け力と摩擦による結合力だけではなく，軸に設
けた結合溝による機械的結合力も併用している．さらに，結合荷重は 300kN以上であ
り，本結合法の 4倍以上の結合荷重を負荷している．よって，前述の比較は本研究の
結合法の方が不利な結合条件での比較である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 2-12  Image of metal flow joining equipment215) 
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２．３．４ 軸戻し実験後の結合部形状 
Fig. 2-13 に軸戻し実験を行った後の試験片を示す．Fig. 2-13 (a)は条件 A1 の軸部品
の結合側端部の写真である．先端に 1mm以下の段差があることが確認できるが，これ
は結合荷重によって穴部品の段差部に軸部品先端が押しあてられて軸が押し出される
ように塑性変形が生じたものである．また，軸端部側面に硬質穴部品の穴内面が転写
されたような鏡面に近い範囲が約 4mm程度確認でき，この範囲が軸部品の塑性変形に
より大きな接触面圧が発生していた範囲と考えられる． 
一方，Fig. 2-13(b)は条件 B1の軸部品の結合側端部の写真である．写真ではわかりに
くいが，硬質軸端部の段付け加工部側面には軟質穴部品の A5056 が焼き付いて付着し
たような形跡が確認できた．これにより，軸端段付け部が段差穴の内面から大きな接
触面圧を受けていたことが分かる． 
 
 
 
 
 
 
 
(a) A1 Shaft (Joining load Fj = 71kN)  (b) B1 Shaft (Joining load Fj = 71kN) 
Fig. 2-13  Specimen after the shaft return 
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２．４ 結言 
本章では，結合実験と軸戻し実験から結合荷重と軸戻し耐荷重の関係などの基礎デ
ータを集め，提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法が従来の塑性流動結
合法と比較して十分な結合強度を得ることができるか検討した．また，結合法 A（軟
質軸の結合）と結合法 B（硬質軸の結合）の違いによる影響を検討した．その結果を
以下に示す． 
１） 条件 A1，条件 B1 ともに 1.0mm以下の短いストロークで，設定した結合荷重を得
ることができた． 
２） 条件 A1 は結合荷重が大きくなるほど得られる軸戻し耐荷重も大きくなり，従来
の塑性流動結合法と同等の結合強度を得ることができる． 
３） 条件 B1 は軸戻し耐荷重に上限があり，従来の塑性流動結合法より小さな結合強
度となった． 
４） 条件 B1 は軸端部の段付け加工部長さを長くすることでより大きな軸戻し耐荷重
を得ることが可能であると考えられる． 
以上により，本研究で提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法は，従来
の塑性流動結合法と比較しても十分な結合強度を得ることができ，低コスト化，生産
性向上，並びに少量生産への適用拡大に有効な方法といえることを明らかにした． 
 なお，本章の検討内容に関しては第 3章の検討内容と合わせて口頭発表 216),217)と学
会誌への論文投稿 218)で公表している． 
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【補足】試験片の脱脂について 
 本研究で提案する塑性流動結合法は，結合溝を用いておらず主として軸穴間に発生
する締付け圧力と摩擦によって結合を行っている．そのため，結合部の潤滑環境の影
響が得られる結合強度に大きな影響を与えると考えられる．そこで，本研究では軸部
品，穴部品ともに結合前にスプレー式のクリーナーとウエスを用いて十分に脱脂を行
った．使用したクリーナーは，一般的にパーツクリーナー，ブレーキクリーナーなど
と呼ばれる市販の速乾性石油系溶剤スプレーである． 
 その後，広田らの焼入れスプラインの押込み 204)~207)の研究でも本研究などを参考と
した結合溝を用いない塑性流動結合の実験※1)，※2)が実施されており，脱脂の有無や油
膜厚さが結合強度に大きな影響を与えることが報告されている．その報告では，脱脂
を行わなかった場合には脱脂を行った場合に比べて結合強度が 20%～50%程度低下す
るとされている． 
 
※1) 伊西 穂高ら：“溝付き軸とフランジの塑性流動結合”，第 64回塑性加工連合講
演会，(2013)，pp. 35-36． 
※2) 伊西 穂高ら：“軸と円盤の塑性結合における結合力向上”，平成 26年度塑性加
工春季講演会，(2014)，pp. 185-186． 
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第 3章 結合法 A(軟質軸と硬質穴の結合)の結合強度に及ぼす 
材料の組合せの影響 
 
３．１ 緒言 
 第 2章において，本研究で提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法は，従
来の塑性流動結合法と比較しても十分な結合強度を得ること可能であると明らかにし
た．また，結合時の負荷荷重と得られる結合強度の間には直線的関係があり，この関係
から得られる結合強度の推測が可能であると明らかにした．しかし，第 2章では材料の
組合せをアルミニウム合金 A5056 と機械構造用炭素鋼 S45C の組合せに限定しており，
材料の組合せを変えた場合に，得られる結合強度にどのような影響を及ぼすのかは明ら
かになっていない． 
そこで，本章では結合法 A（軟質軸と硬質穴の結合）の結合強度に及ぼす材料の影響
を検討することにした．提案する 2 つの結合法のうち本章での対象を結合法 A のみに
絞った理由は 2 つあり，その 1 つは結合法 A の方がよりシンプルな結合法であるため
である．結合法 B（硬質軸と軟質穴の結合）では，軸部品にも段付け加工を施した分，
その段付け加工部の長さや段付け部外径と穴内径のはめあい精度などのパラメータが
多くなり，材料の組合せ以外の影響が懸念される．もう 1つの理由は，結合法 Bの方が
結合法 A より大きな結合強度を得られると考えられ，結合法 A で十分な結合強度を得
られるという結果が出れば，同様の条件で結合法 B でも十分な結合強度を見込めるた
めである．第 2 章より，結合法 B は段付け加工部長さによって得られる結合強度に上
限が存在したが，その上限以下の範囲では結合法 A よりも大きな結合強度を得ること
ができていた．よって，適切な段付け加工部長さで結合を行えば，条件 Bの方が大きな
結合強度を得られると考えられる． 
また，塑性流動結合法の応用展開を図る村上らによって研究された焼入れ部材間の結
合 301)~303)，鋼円盤と鋼管の結合 304)では鉄鋼系材料同士の組合せで検討を行っている．
本章ではこれらを参考にし，鉄鋼系材料同士の組合せで実験を行い，第 2 章の条件 A1
（A5056 軸部品と S45C穴部品）の組合せと比較し，結合法 Aの結合強度に及ぼす材料
の組合せの影響を検討する． 
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３．２ 実験方法 
３．２．１ 試験片材料と寸法 
 Table 3-1に本章で用いた材料の組合せを示す．本章では，第 2章の結合法 Aで用い
た条件 A1（アルミニウム合金 A5056 軸部品と機械構造用炭素鋼 S45C穴部品）の実験
結果と比較するために， S45C軸部品と合金工具鋼 SKD11 穴部品を組み合わせた条件
A2で実験を行った．Table 3-2に各材料の硬さと表面粗さを示す．軸部品の表面粗さ
は，軸外径の軸方向の粗さを測定した．穴部品の表面粗さは，穴内径の軸方向の粗さ
を測定した． 
また，Fig. 3-1に試験片の寸法を示す．軸部品，穴部品ともに条件 A1 と同じ寸法の
試験片を用いた．軸部品は外径 20mm，長さ 30mmで，穴部品は外径 40mm，内径
18.5mm，厚さ 10mmのリングに内径 20mm，深さ 6.5mmの段付け加工を施した．軸外
径の寸法公差は-0.020～-0.005mm，穴内径の寸法公差は 0～+0.02mmであり，軸と穴は
隙間ばめである．この軸-穴間の隙間は，実測で 0.015mm程度であった． 
 
Table 3-1  Specimen combination 
 
 
 
 
 
Table 3-2  Specimen hardness and roughness in the axial direction 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3-1  Dimensions of specimen 
 
  
Material SKD11 S45C A5056 
Hardness (HV0.3) 717 256 103 
Roughness (Ra) 
Shaft - 1.77 0.93 
Ring 0.32 0.77 - 
 
Mechanism Combination Shaft Ring 
Method A 
(Soft shaft) 
 A1 A5056 S45C 
A2 S45C SKD11 
 
3
0
φ 20
(a) Shaft
1
0 6
.5
φ 40
φ 18.5
φ 20
(b) Ring 
-0.005
-0.020 +0.02
0
+0.02
0
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３．２．２ 実験方法（結合実験・軸戻し実験） 
 本章の結合実験で用いた実験装置と実験方法は，第 2章のそれと同じである．ただ
し，条件 A2は S45C軸部品を用いており，第 2章の条件 A1に用いた A5056軸部品よ
り降伏応力が大きい．Table 3-2 の材料の硬さから，本実験に用いた S45Cは H材相当
であると推測できる．一般的な S45Cの H材の降伏応力は 490MPa 以上である．付録
に記載する S45C試験片の圧縮試験の結果からも，本研究で用いた S45Cの降伏応力は
500～600MPa程度と推測される．そこで，S45C軸部品の降伏応力を 500MPa と仮定し
た上で，第 2章と同様に式（2.1），（2.2）を用いて Fj-minと Fj-maxを計算し，条件 A2 で
は結合荷重 Fjが 70～170kN程度の範囲で結合実験を行った． 
 また，本章の軸戻し実験で用いた実験装置と実験方法も，第 2章のそれと同じであ
る．  
 
３．３ 実験結果及び考察 
３．３．１ 結合実験 
 Fig. 3-2に，結合実験から得られた条件 A2 の結合荷重 Fjと結合ストローク Sjの関係
を示す．条件 A1 と同様に全ての実験結果において，ほぼ同じ滑らかな曲線に沿って
Fjが上昇する結果となった．また，1.0mm以下の短い結合ストロークで最大の結合荷
重を負荷することができた． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3-2  Relations between joining load and shaft displacement (Combination A2) 
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３．３．２ 軸戻し実験 
Fig. 3-3(a)に，軸戻し実験から得られた条件 A2の軸戻し荷重 Frと結合ストローク Sr
の関係を示す．条件 A1同様に，軸が抜け始めてもすぐには軸戻し荷重が 0になら
ず，完全に軸が抜けるまでは荷重が発生し続ける．また，Fig. 3-3 (b)に横軸を拡大した
グラフを示す．第 2 章と同様に，このグラフの最初の軸戻し荷重の上昇から直線性が
失われた荷重を軸戻し耐荷重 Fpと定義した． 
Fig. 3-4に軸戻し耐荷重 Fpと結合荷重 Fjの関係をまとめ，条件 A1と条件 A2を比較
したものを示す．条件 A2 も条件 A1同様に結合荷重に対して軸戻し耐荷重がほぼ直線
的に大きくなる結果となった．また，条件 A1 で得られた最大の軸戻し耐荷重は 22kN
程度であったが，条件 A2 の方が塑性流動する軸部品の強度が高く，負荷できる結合
荷重も大きいため，条件 A1 よりも大きな軸戻し耐荷重を得ることができた．その最
大の軸戻し耐荷重は 42kN程度であり，条件 A1の 2倍程度の大きさであった． 
ここで，材料の異なる条件 A1 と条件 A2を同じスケールで比較するために，Fig. 3-4
の縦軸・横軸を無次元化することにした．まず，横軸を無次元化するために結合荷重
を段付け加工部接触面積で除し，結合部に働く面圧 Pjを求めた． 
 
結合荷重 𝐹j
段付け加工部接触面積
= 結合面圧 𝑃j 
 
さらに，材料の硬さを元に，それに相当する引張強さを求めることにした．材料の硬
さと引張強さの間には，厳密な換算式は存在しないがおおよその相関関係が存在し，
一般的には次のような換算式 305)が用いられている． 
 
相当引張強さ 𝜎b ≒ 3.27HV 
 
厳密には，本実験に用いた A5056 は換算式の適用可能な材料硬さの範囲からやや外れ
ているが，おおよその引張強さの推定方法として式(3.2)を用いた．この相当引張強さ
σbに対する結合面圧 Pjの比を， 
結合面圧 𝑃j
相当引張強さ 𝜎b
= 結合面圧比 
 
とし，横軸を無次元化した．次に，結合荷重 Fjに対する軸戻し耐荷重 Fpの比を， 
 
軸戻し耐荷重 𝐹p
結合荷重 𝐹j
= 結合効率 𝐽e 
 
(3.1) 
(3.2) 
(3.3) 
(3.4) 
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として縦軸を無次元化した． 
Fig. 3-5に結合効率と結合面圧比の関係を示す．結合効率と結合面圧比は比例関係に
あり，結合面圧比が大きくなるほど，つまり軸部品の相当引張強さに対して大きな結
合面圧を与えるほど，高い結合効率を得ることができることが分かった．また，結合
効率と結合面圧の関係の分布は，条件 A1 と条件 A2 でややばらつきがあるもののほぼ
同程度の範囲に分布する結果となった．なお，この条件 A1と条件 A2の分布のばらつ
きの原因は，材料の表面粗さの違いや引張強さがおおよその推定であることの影響も
含まれており，材料の組合せの違いによる影響だけではない．よって，この結合面圧
比と結合効率の関係を用いることで得られる軸戻し耐荷重のおおよその大きさを推測
することが可能である．そして，材料の組合せが異なっても同様に，得られる軸戻し
耐荷重のおおよその推測が可能であると考えられる． 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 3-3 Relations between shaft return load and shaft displacement (Combination A2) 
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Fig. 3-4 Relations between shaft return proof load and joining load 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3-5  Relations between joining efficiency and ratio 
       of joining surface pressure to tensile strength 
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３．４ 結言 
本章では，結合法 A（軟質軸と硬質穴の結合）の結合強度に及ぼす材料の影響を検
討するために鉄鋼系材料を組み合わせた条件 A2（S45C軸部品，AKD11穴部品）で結
合・軸戻し実験を行い，第 2章の条件 A1（A5056 軸部品，S45C穴部品）の実験結果
と比較した．その結果を以下に示す． 
１） 条件 A1 よりも軸部品の強度が高い条件 A2は，条件 A1の約 2倍の軸戻し耐荷重
を得ることができた． 
２） 条件 A1，条件 A2 ともに結合効率と結合面圧比は比例関係にあり，結合面圧比が
大きいほど結合効率も高くなる． 
３） 結合効率と結合面圧比の関係は，条件 A1，条件 A2ともに同程度の範囲に分布す
る結果となった． 
以上により，本研究で提案する結合法 Aにおいては，軸部品の強度が高い材料ほど
大きな結合力を得ることができることを明らかにした．また，材料の組合せが異なっ
ても結合効率と結合面圧比の関係を用いて，得られる結合強度のおおよその大きさを
推測することが可能であると明らかにした． 
 なお，本章の検討内容に関しては第 2章の検討内容と合わせて口頭発表 306),307)と学
会誌への論文投稿 308)で公表している． 
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【補足】結合効率と結合面圧比の関係について 
 本章では，材料の異なる条件 A1 と条件 A2を同じスケールで比較するために，Fig. 
3-4の縦軸・横軸を無次元化し，結合効率と結合面圧比の関係とし，Fig. 3-5に示し
た．Fig. 3-5から，結合効率と結合面圧の関係の分布は，条件 A1 と条件 A2 でややば
らつきがあるもののほぼ同程度の範囲に分布する結果となることが分かった．また，
この分布のばらつきの原因は，材料の表面粗さの違いや引張強さがおおよその推定で
あることの影響ではないかと考えた．この結合面圧比の計算には，材料の相当引張強
さσbを用いた．しかし，本結合法が残留応力による締付け力を利用していることを考
慮すると，材料の引張強さではなくヤング率を用いて結合面圧比を計算した方が適切
である可能性も考えられる． 
 そこで，材料のヤング率 Yに対する結合面圧 Pjの比を， 
結合面圧 𝑃j
ヤング率 𝑌
= 結合面圧比 
として計算した場合の結合効率と結合面圧比の関係を求めることにした．本研究で行
った圧縮試験の試験結果からはヤング率の計算が困難であったため，各材料の一般的
なヤング率と同程度であると仮定し，S45Cのヤング率は 205.8GPa，A5056 のヤング
率は 70.6GPa として計算を行った．Fig. 3-6にヤング率を用いた結合効率と結合面圧比
の関係を示す．Fig. 3-5 と比べて条件 A1 と条件 A2 の差が小さくなり，両条件ともに
ほぼ同じ分布となった．よって，結合効率と結合面圧比の関係に及ぼす材料特性の影
響を検討するには，引張強さよりもヤング率を用いる方が適している可能性もあり，
今後の検討では両者を用いて結合効率と結合面圧比の関係を求め，どちらが適してい
るか検討していく必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 3-6  Relations between joining efficiency and ratio 
       of joining surface pressure to Young’s modulus 
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第４章 結合法 A(軟質軸と硬質穴の結合)の結合強度に及ぼす 
穴部品の段差幅とクリアランスの影響 
 
４．１ 緒言 
 第 3章において，本研究で提案する結合法 A（軟質軸と硬質穴の結合）では，材料の
組合せによらず結合面圧が大きいほど高い結合効率を得られることがわかった．結合面
圧を大きくする方法は，結合荷重を大きくするか，又は段付け加工部の接触面積を小さ
くすることである．しかし，第 2 章 2.2.2 節でも述べたとおり結合荷重を大きくし軸の
横断面に生じる応力が軸の降伏応力を超えてしまうと，結合部での塑性流動の発生のみ
ならず軸全体が降伏し樽型変形が生じてしまう．この軸全体の樽型変形は，製品によっ
ては後加工が必要となるため好ましくない．そのため，専用パンチを用いた従来の塑性
流動結合法 401)~407)のように軸部品横断面に生じる応力が降伏応力を超えるような大き
な結合荷重を負荷することはできず，負荷できる結合荷重に限界が存在する．よって，
限られた結合荷重の中でより高い結合効率を得るために，段付け加工部の接触面積を小
さくし結合面圧を大きくする方法が考えられる．この段付け加工部の接触面積を小さく
するには，穴部品の段付け加工部の幅（以下，段差幅と呼ぶ）を小さくすれば良い． 
また，第 2章，第 3章では軸外径と穴内径のはめあいの隙間（以下，クリアランスと
呼ぶ）は片側約 0.015mm で一定とした．このクリアランスをより大きくしても結合が
可能であれば，軸部品や穴部品を加工する際に要求される寸法精度を低くすることがで
き，結合前の仮組立ても容易となり，生産性をさらに向上させることが可能である．  
そこで，本章では高い結合効率を得る（小さな結合荷重でより大きな軸戻し耐荷重を
得る）ことのできる条件の把握と，許容できるクリアランスの範囲の把握を目的とし，
結合法 A の結合強度に及ぼす穴部品の段差幅とクリアランスの影響を検討することに
した． 
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４．２ 実験方法 
４．２．１ 試験片材料と寸法 
 Table 4-1に本章で用いた材料の組合せを示す．本章では，第 3章の結合法 Aで用い
た条件 A2（機械構造用炭素鋼 S45C軸部品と合金工具鋼 SKD11 穴部品）の材料で実
験を行った．Table 4-2に各材料の硬さと表面粗さを示す．軸部品の表面粗さは，軸外
径の軸方向の粗さを測定した．穴部品の表面粗さは，穴内径の軸方向の粗さを測定し
た． 
また，Fig. 4-1に試験片の寸法を示す．軸部品は前章までと同じ外径 20mm，長さ
30mmのものを用いたが，本章では微小な寸法の影響を検討するため結合に直接関わ
る軸外径は実測値の平均を 1/1000mm単位で示す．軸外径の実測値の平均は 19.985mm
で，寸法のばらつきは 19.981～19.991mmの範囲であった．一方，穴部品は段差幅とク
リアランスの影響を検討するために，段付け加工部の小内径部 Daと大内径部 Dbの寸
法をいくつか変更した試験片を用いた．Table 4-3に実験に用いた小内径部 Daと片側の
段差幅W，および大内径部 Dbと軸穴間の片側のクリアランス Cの組合せの一覧を示
す．表中段の小内径部 Da=18.513mm，大内径部 Db=20.015mmの条件は基準となる条件
で，第 3章の条件 A2 の実験結果を用いた．本章で実験した Daについては，基準とす
る条件で用いた試験片は段差幅 0.74mm（W2）であったため，段差幅の影響を検討す
るためにそれより狭い段差幅 0.5mm（W1）と広い段差幅 1.0mm（W3）となる Daを用
いた．また，基準とする条件で用いた試験片はクリアランス 0.015mm（C1）であり，
十分に小さいクリアランスであった．そのため，これを基準としてクリアランスの影
響を検討するためにクリアランス Cが 0.015mmと，それより大きい 0.028mm，
0.055mmとなるように 3種類の Dbを用いた．なお，各内外径の真円度の測定結果は 2
～3µm程度であった． 
 
４．２．２ 実験方法（結合実験・軸戻し実験） 
 本章の結合実験で用いた実験装置と実験方法は，第 3章のそれと同じである．ただ
し，負荷する結合荷重 Fjは第 3章では 70～170kNの範囲としたが，本章では 96kN，
120kN，144kNの 3 水準に絞った． 
 また，本章の軸戻し実験で用いた実験装置と実験方法は，第 3章のそれと同じであ
る． 
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Table 4-1  Specimen combination 
 
 
 
 
 
Table 4-2  Specimen hardness and roughness in the axial direction 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-1  Dimensions of specimen 
 
Table 4-3  Dimensional Parameters 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
Material SKD11 S45C 
Hardness (HV0.3) 727 281 
Roughness (Ra) 
Shaft - 2.50 
Ring 0.20 - 
 
Mechanism Combination Shaft Ring 
Method A 
(Soft shaft) 
A2 S45C SKD11 
 
Da 
[mm] 
Step width W 
(ds-Da)/2 
[mm] 
Db 
[mm] 
Clearance C 
(Db-ds)/2 
[mm] 
19.022 
W1=0.482 
(≒0.5) 
20.015 C1=0.015 
20.041 C2=0.028 
20.095 C3=0.055 
18.513 W2=0.740 20.015 C1=0.015 
18.016 
W3=0.985 
(≒1.0) 
20.015 C1=0.015 
20.041 C2=0.028 
20.095 C3=0.055 
 
3
0
ds=φ 19.985
(a) Shaft 
1
0 6
.5
φ 40
Db
(b) Ring
Da
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４．３ 実験結果及び考察 
４．３．１ 結合実験結果 
 Fig. 4-2に，結合実験から得られた結合荷重 Fjと結合ストローク Sjの関係を示す．
第 2章，第 3章より実験条件が同じであれば，負荷する結合荷重の大きさを変えても
同じ曲線に沿って結合荷重が上昇することが明らかになっているため，グラフには一
番大きな結合荷重 144kNを負荷した場合のカーブのみを示す． 
クリアランス 0.015mm(C1)の条件で，基準となる段差幅 0.74mm(W2)と段差幅の小さ
い段差幅 0.5mm(W1)を比較すると，W1の方が結合荷重を負荷するために必要な結合ス
トローク量は 1.6 倍程度と著しく大きくなった．一方，W2と段差幅の大きい段差幅
1.0mm(W3)を比較するとW3の方が必要な結合ストローク量が 0.7 倍程度に小さくなっ
た．他のクリアランスで比較しても同様に，段差幅が小さいほど必要な結合ストロー
ク量が大きくなる結果となった．これは，同じ結合荷重を負荷した場合，段差幅が小
さい方が段付け加工部の接触面積が小さくなり，そこにかかる結合面圧 Pjが大きくな
ったためである．結合面圧 Pjが高くなった結果，軸先端で発生するひずみが大きくな
り，第 2章 Fig. 2-7でも説明した軸先端が段付け穴内部に押し出される量も大きくな
るため，結合ストローク量も大きくなったと考えられる． 
また，段差幅 1.0mmの条件で各クリアランスの実験結果を比較するとクリアランス
が大きい方が，同じ大きさの結合荷重を負荷するために必要な結合ストローク量は大
きくなる結果となった．段差幅 0.5mmの場合も同様の結果となった．本研究で提案す
る結合法は，塑性流動した材料が軸穴間のクリアランスを充填して軸部品と穴部品の
間に締付け応力を生じさせることで結合する．よって，クリアランスが大きくなると
軸穴間のクリアランスを充填して締付け応力を発生させるために必要となる塑性流動
量が増加するため，大きな結合ストローク量が必要となったと考えられる． 
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Fig. 4-2  Relations between joining load and shaft displacement 
 
４．３．２ 軸戻し実験結果 
Fig. 4-3(a)に結合実験で 144kNの結合荷重を負荷した後に軸戻し実験で得られた各実
験条件の軸戻し荷重 Frと軸戻しストローク量 Srの関係を示す．また，(b)にその Srの小
さい範囲を拡大したものを示す．いずれの条件でも軸戻し荷重は最初に直線的に大き
く上昇し，直線性を失い上昇が停止または急降下した後に再び上昇してから緩やかに
降下していく．前章までと同様に，この最初に軸戻し荷重の上昇から直線性が失われ
た荷重を軸戻し耐荷重 Fpとした．また，荷重の直線的上昇の傾きは，段差幅やクリア
ランスによらずほぼ同じ傾きとなった．同様に Fig. 4-4，Fig. 4-5に結合荷重 96kN，
120kNの場合の Frと Srの関係を示す．どちらも Fig.4-3と同様の傾向となった． 
Fig. 4-6に各実験条件の結合荷重 Fjに対する軸戻し耐荷重 Fpの関係をまとめて示
す．結合荷重が大きいほど Fpも大きくなり，両者は直線的な関係となった．一方，軸
戻し耐荷重に及ぼす段差幅の影響をみると，段差幅 W2（=0.74mm）に比べて段差幅の
小さいW1（=0.5mm）の場合の方が約 30％程度大きな軸戻し耐荷重を得ることができ
た．また，段差幅 W2に比べて段差幅の大きい W3（=1.0mm）の方は約 42％程度小さな
軸戻し耐荷重となった．このように Fpに及ぼす段差幅の影響は明確であった． 
一方，Fig. 4-6から Fpに及ぼすクリアランスの影響をみると，段差幅が小さく結合
荷重が大きい条件（W1(●■▲のプロット)，Fj=144kN）では Fpのばらつきが大きくク
リアランスの影響の有無が不明確であった．しかし，それ以外の条件では段差幅と結
合荷重の大きさが同じであればクリアランスが異なっても得られた Fpの大きさはほぼ
同程度であり，クリアランスの影響は小さかった．また，ばらつきの影響を除いてク
リアランスの影響を分析するために実験計画法 408)による分散分析も試みた．Fig. 4-6
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の実験結果を元に分散分析を行った結果でもクリアランスの影響は認められなかっ
た．なお，実験計画法に基づく分散分析については本章での説明は省き，Excelを用い
た分散分析の結果を付録に記す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 4-3 Relations between shaft return load and shaft displacement (Fj=144kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 4-4 Relations between shaft return load and shaft displacement (Fj=120kN) 
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(a) General view    (b) Enlarged view 
Fig. 4-5 Relations between shaft return load and shaft displacement (Fj=96kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-6 Relations between shaft return proof load and joining load 
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４．３．３ 軸戻し実験後の結合部形状 
Fig. 4-7に各実験条件で 95kN，120kN，145kNの結合荷重を負荷した場合の，軸戻し
実験後の軸部品結合側端部の写真を示す．軸部品の先端に小さな段差が確認できる．
これは，第 2章 Fig. 2-7 でも説明したように，結合荷重によって穴部品の段差部で軸
が押し出されるように塑性変形が生じたことによるものである．この押し出された長
さを押出し長さ Leと定義する．Fig. 4-8に各実験条件での押出し長さ Leを示す．結合
荷重の増加により押出し長さ Leも増加している．段差幅の影響については，基準とな
る段差幅W2（=0.74mm）に対して，段差幅 W3（=1.0mm）の場合は値が比較的近く，
一方，W1（=0.5mm）の場合は 2倍程度長い押出し長さになっている．さらに，クリア
ランスが大きいほど押出し長さも長くなっている． 
 また，Fig. 4-7に示すように押出し変形部の上方の表面の性状が変化していた．これ
は塑性流動結合した軸側面が穴部品内面に圧着され，軸戻し実験の際に滑った部分で
ある．この範囲を結合されていた長さとし，結合長さ Ljと定義する．Fig. 4-9に各実験
条件での結合長さ Ljを示す．ここでは，クリアランスが異なっても結合長さの違いは
なかったためクリアランス C1（=0.015mm）の結果のみを示す．結合長さ Ljは基準と
なる段差幅 W2に対して段差幅 W1の場合は値がほぼ等しく，一方，段差幅 W3の場合
は大きく下回る値になっている． 
 Fig. 4-10に軸戻し耐荷重 Fpと結合長さ Ljの関係を示す．段差幅によってやや傾きが
異なるが，結合長さが長くなるほど軸戻し耐荷重も大きくなる傾向にあり，結合長さ
は軸戻し耐荷重に良好な対応を示している．本研究の結合法は軸部品と穴部品の隙間
を軸部品の塑性流動によって充填することで高い締め付け圧力を得るものであるた
め，結合長さがその締め付けによる結合強度に大きく影響していることを示している
と考えられる． 
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Fig. 4-7  Specimen after the shaft return 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-8  Relations between extrusion length and joining load 
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Fig. 4-9  Relations between joined length and  Fig. 4-10  Relations between shaft 
joining load       return proof load and 
joining area length 
 
４．３．４ 軸戻し耐荷重に及ぼす段差幅とクリアランスの影響の考察 
 Fig. 4-6に示すように軸戻し耐荷重に及ぼすクリアランスの影響は小さく，クリアラ
ンスが異なる条件においても段差幅と負荷した結合荷重が同じ大きさの場合には，ほ
ぼ同程度の軸戻し耐荷重を得ることができた．これはクリアランスが大きくなっても
結合ストローク量が大きくなることで塑性流動量が増え，得られる結合長さが同程度
となるためであると考えられる．これにより，結合部の軸径と穴径の寸法精度を厳し
くしなくても本結合法の適用が可能であることが明らかになった．工業上において
は，部品加工が容易になり，はめあいの隙間が大きくなることで組立も容易となるた
め，加工コストの削減ができ，生産性も向上する． 
 また，Fig. 4-6で示したように軸戻し耐荷重に及ぼす段差幅の影響は大きく，段差幅
が小さい方が小さな結合荷重でより大きな軸戻し耐荷重を得ることができた．これ
は，段差幅が小さい方が軸部品先端面と穴部品段付け加工部の接触面にかかる結合面
圧 Pjが大きくなり，結合ストローク量も大きいことから，結合部で大きな塑性流動が
起きるためである．そのため，Fig. 4-9に示すように段差幅が小さい方が結合長さは長
くなり，大きな軸戻し耐荷重を得ることができた． 
 さらに，結合荷重に対する軸戻し耐荷重の比率を結合効率 Jeとして無次元化して結
合面圧 Pjとの関係を検討した．Fig. 4-11に結合効率 Jeと結合面圧 Pjの関係を示す．な
お，軸戻し耐荷重に及ぼすクリアランスの影響は小さいため，Jeは各クリアランスに
おける実験結果の平均値を用いた．Pjが大きくなるとそれに比例して Jeも大きくなる
関係にある．また，段差幅が異なると Pjの範囲が異なるが，Jeはほぼ同じ傾きの直線
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上に分布しており，第 3章で述べたとおり Pjを大きくすることが軸戻し耐荷重を向上
させることにつながる．結合荷重を大きくするか接触面積を減らせば Pjは大きくなる
が，負荷できる結合荷重の大きさには限りがある．このことから，本章の緒言で述べ
た“より大きな軸戻し耐荷重を得るために段差幅を少なくして接触面積を減らす”と
いう手法が有効であることが明らかとなった．なお，本章の実験範囲では段差幅を前
章までの 0.74mmから 0.5mmに小さくすることで，結合面圧が大きくなり結合効率が
約 1.3倍に向上した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-11  Relations between joining efficiency and ratio 
of joining surface pressure to tensile strength 
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４．３．５ 適切な段差幅の検討 
前節で述べたように段差幅を小さくすることでより大きな軸戻し耐荷重を得ること
ができるが，押出し長さ Leが大きくなるのは結合後の軸端部位置を高精度に制御する
ためには好ましくない．一方，軸戻し耐荷重は結合長さ Ljに対応することに注目し，
実験を行った 3種類の段差幅の実験結果をした． 
Fig. 4-12に押出し長さ Leと結合長さ Ljの関係を示す． Leが短い方が結合後の軸端
部位置精度が制御しやすく，Ljが長い方が軸戻し耐荷重が大きいため，グラフの左上
に近づくほど優れている条件といえる．ここで段差幅 0.74mm(W2)の Leは段差幅
1.0mm(W3)に近く，段差幅 0.5mm(W1)より短い．一方，W2の Lj は W1と同程度の長さ
であり，W2のデータはほかの 2つの段差幅よりもグラフの左上に近い．よって，実験
を行った 3種類の段差幅の中では W2が小さな結合ストローク量で大きな軸戻し耐荷重
を得ることができる段差幅であると言える． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 4-12 Relations between joined length and extrusion length 
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４．４ 結言 
軟質な軸部品と硬質な段付き穴部品を専用のパンチを必要とせずに塑性流動結合す
る結合方法 Aについて，結合効率の向上を念頭に置いて，穴部品の段差幅と軸穴間の
のはめあいの隙間が結合強度に及ぼす影響について検討した．その結果を以下に示
す． 
1） 段差幅は軸戻し耐荷重に大きな影響を及ぼし，段差幅が小さい方が小さな結合荷重
でより大きな軸戻し耐荷重を得ることができる． 
2） 段差幅が 0.74ｍｍの場合よりも 0.5mmの場合の方が結合効率は約 1.3倍大きくな
った． 
3） クリアランスは軸戻し耐荷重に影響をほとんど及ぼさず，負荷した結合荷重が同じ
であればクリアランスが異なっても同程度の軸戻し耐荷重を得ることができる． 
4） 3)より，結合部の軸径と穴径の寸法精度を厳しくしなくても本結合法の適用が可能
である． 
5） クリアランスが小さい方が必要な軸戻し耐荷重を得るための結合ストローク量は若
干小さくなる． 
6） 段差幅とクリアランスの異なる条件でも結合面圧に対する結合効率の関係はほぼ同
じ直線上に分布する． 
7） 結合後の軸端部位置に高い精度が要求される場合は，より小さい結合ストローク量
で結合する必要がある．本章で実験を行った範囲では段差幅 0.74mmが小さな結合
ストローク量で大きな軸戻し耐荷重を得ることができる段差幅である． 
以上により，本研究で提案する結合法 Aにおいては，穴部品の段差幅を小さくして
結合面圧を高くすることで結合効率が向上することを明らかにした．また，軸穴間の
クリアランスは結合強度にほとんど影響を及ぼさず，軸径と穴径の寸法精度を厳しく
しなくても結合荷重を一定に管理することで本結合法の適用が可能であることを明ら
かにした． 
なお，本章の検討内容に関しては，学会誌への論文投稿 409)で公表している． 
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第５章 有限要素法解析ソフトウェアを用いた 
塑性流動結合法のシミュレーション 
 
５．１ 緒言 
 第 2 章から第４章において，結合実験と軸戻し実験から本研究で提案する結合法の結合
強度に注目して基本特性の検討を行った．その結果，結合面圧と結合効率の関係から得
られる結合強度のおおよその推測が可能であると明らかにした．これにより，要求され
る製品強度に合わせて，材料の選定や結合部形状のある程度の設計が可能である．しかし，
詳細な設計は実験を行って検討を行う必要がある．この実験を行う際には種々のパラメー
タの影響がそれぞれ明確になるような配慮が必要があり，試験片に要求される寸法精度は
実際の製品に要求される精度よりも厳しくなり，材料の硬さや表面粗さのばらつきなども
厳しく管理する必要がある．そのため，多数の試験片を用意することはコスト的にも技術的
にも難しい．さらに，種々のパラメータを組み合わせた条件は無数に考えられ，その全てを
実験することは不可能である．本研究でも多数の試験片を準備することが困難であること
から，結合荷重などの実験条件を最低限に絞っており，再現性確認のために繰り返す実験回
数も 2~3回としている． 
 また，提案する塑性流動結合法は穴部品内部で塑性流動が生じるため，結合中や結合後の
試験片の変形の様子を観察することが困難である．結合後の試験片を切断して断面を観察
する場合には切断時に結合部が変形することが懸念されるため，X 線装置などの非破壊検
査装置で観察することが望ましい．しかし，それらの非破壊検査装置は非常に高価であり，
装置を所有していない場合には塑性流動の様子を観察することが困難となる． 
そのため，結合部の変形の様子を観察する，実験に頼らず結合条件を設計する，または実
験結果の補間を行うために，有限要素法解析ソフトウェアを用いたシミュレーションが考
えられる．村上らの塑性流動結合 501),502)や広田らの焼入れスプラインの押込み 503),504)でも
DEFORM（アメリカ，Scientific Forming Technologies Corporation製）によるシミュレーシ
ョン結果が報告されている．本章では，有限要素法解析ソフトウェア“LS-DYNA”（アメ
リカ，Livermore Software Technology Corporation 製）を用いて，提案する結合法 Aのシミュ
レーションモデルを作り，第 4章で行った実験の有限要素法解析を行った．また，この解析
結果を第 4章の実験結果と比較することで解析結果の妥当性を評価した． 
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５．２ シミュレーションモデルと解析条件 
 Fig. 5-1にシミュレーションモデルの一例を示す．モデルは軸部品（Shaft），穴部品
（Ring），位置決め治具（Positioning jig），支持盤（Support disc），万能試験機の圧縮ラ
ム（Press ram）の 5 つの構成部から構成される．これらが全て回転構造物であること
から，軸対称モデルとし，シェル要素を用いて 2次元モデル化した． 
軸部品の要素数は，実験条件によってわずかに差はあるが 1700 要素前後である．結
合による変形がほとんど生じない軸上部は比較的大きな要素(一辺 0.9mm程度)を使用
し，結合部に近づくにつれ段階的に要素を小さくしていった．軸先端部と結合部表面
の要素は一辺が 0.2mm程度のサイズにした．さらに Fig. 5-1拡大図に示すように，結
合側軸端部の角部は穴部品の段付け加工部に押し付けられ大きく変形すると考え，精
度向上のためにさらに要素サイズを一辺 0.1mm程度にまで小さくした． 
穴部品の要素数は，軸同様に実験条件によってわずかに差はあるが 530要素前後で
ある．軸同様に結合部から遠い要素は一辺 0.8mm程度の大きな要素とし，段階的に要
素を小さくしていき，段付け穴内面の要素は結合時に接する軸部品の要素サイズと同
程度の大きさとなるようにした． 
圧縮ラムの要素数は 34，位置決め治具の要素数は 30，支持盤の要素数は 82 であ
り，試験片と合わせると全モデルの要素数は計 2375 程度となる．圧縮ラム，位置決め
治具，支持盤の要素サイズはそれぞれ接する軸部品，穴部品の要素サイズと同程度の
サイズとした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5-1  Simulation model (Joining method A) 
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解析条件の詳細を LS-DYNAの入力データ（キーワード）を用いて下記に記す． 
 
1）BOUNDARY（境界条件） 
 圧縮ラムに変位境界条件（PRESCRIBED_MOTION_RIGID）を使用し，軸部品圧縮
方向の強制変位を与えることによって結合荷重の負荷を再現した． 
 
2）CONTACT（接触定義） 
 試験片，治具の接触定義は 2 次元接触定義
（2D_AUTOMATIC_SURFACE_TO_SURFACE）を使用し，各構成部の静止摩擦係数は
全て 0.34とした．この静止摩擦係数は村上らの研究 501)で用いた値である． 
 
3）CONTROL（コントロール） 
 陰解法による解析の制御（IMPLICIT_AUTO 及び IMPLICIT_GENERAL）を有効に
し，自動的に陽解法と陰解法のスイッチングを行い最後は必ず陰解法で終了するよう
に制御した． 
 また，軸対称モデルとするために，シェル要素コントロール（SHELL）で Y軸が対
称軸となる軸対称ソリッド要素（THEORY＝16）を指定した． 
 
4）MAT（材料物性） 
軸部品と穴部品に用いた S45Cと A5056 の材料物性には，多直線近似等方弾塑性体
タイプ（MAT_024）を使用した．その荷重曲線には，付録に記載する圧縮試験から得
られた応力ひずみ曲線と n乗硬化則の近似式を使用した．なお，SKD11 は本章でシミ
ュレーションする範囲では塑性変形しないため，材料物性は等方弾塑性体タイプ
（MAT_003）を使用した．また，位置決め治具，支持盤，圧縮ラムは剛体
（MAT_020）とした． 
 
5）SECTION（断面特性） 
 軸対称モデルとするために，シェル要素断面特性（SHELL）で X-Y平面で Y軸が対
称軸となる軸対称ソリッド要素（ELFORM＝15）を指定した． 
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５．３ 解析結果の考察と実験結果との比較 
 前節のシミュレーションモデルと解析条件を用いて，第 4章で実験した条件 A2 の
段差幅 0.5mm，1.0mmとクリアランス 0.015mm，0.028mm，0.055mmを組み合わせた
6 通りの実験条件の解析を行った．また，第 3章で実験した条件 A2の段差幅
0.74mm，クリアランス 0.015mmと，実験を実施していない段差幅 0.74mmのクリアラ
ンス 0.028mm，0.055mm の実験条件でも解析を行った． 
 Fig. 5-2に条件 A2，段差幅 0.74mm，クリアランス 0.015mm，結合荷重 131kNの解
析結果を示す．図中には圧縮ラム，位置決め治具，支持盤も示されているが，結合実
験での除荷後の解析結果が必要なので結合荷重負荷後にこれらの接触判定は解除して
ある．拡大図を見ると，軸部品先端が段付け加工部で塑性変形している様子が良く分
かる．また，実験後の試験片の観察でも見られた軸部品の押し出し変形の様子も再現
されている．さらに Fig. 5-3に結合部周辺の軸部品の相当塑性ひずみ分布を示す．カ
ラー表示の範囲は 0～0.2 とした．図中の橙の丸印で示した穴部品段付け加工部の角に
接触している部分と，黒い丸印で示した段付け穴内面に接触する部分の相当塑性ひず
みが大きくなっている．前者は，第 2章 Fig. 2-13でも説明した軸部品押し出し変形に
よるひずみである．この角部では一部の要素が大きく潰され，要素の過大な変形によ
る解析不良が生じる原因となる場合もある．後者は，軸穴間のクリアランスが塑性流
動によって充填されて締付け力を生じている範囲であり，結合に寄与する塑性流動に
よるひずみである．Fig. 5-4に，結合部周辺の軸部品と穴部品に生じる半径方向応力の
残留応力分布図を示す．カラー表示の範囲は-500MPa～0MPaとし，赤色に近いほど高
い圧縮応力が生じていることを意味する．図中の黒い丸印で示した範囲で軸側面と穴
内面に高い圧縮応力が生じており，軸内部，穴内部に行くにつれ徐々に圧縮応力が小
さくなっている．Fig. 5-3でも説明したとおり，この丸印の範囲が塑性流動により軸部
品と穴部品が結合している範囲である． 
 本研究で提案する結合法は，結合部に生じた軸穴間の締付け力と摩擦によって結合
力を得るものである．よって，解析結果から得られる軸部品の結合部表面に生じた半
径方向の圧縮力と摩擦係数の積から軸戻し耐荷重を求めることができると考えた．Fig. 
5-5に示すグラフは，条件 A2，段差幅 0.74mm，クリアランス 0.015mm，結合荷重
131kNの解析によって結合部の軸部品表面に生じた圧縮力の合計のグラフである．横
軸は解析時間である．解析開始から約 0.7 秒まで圧縮工程を行い，その 1秒まで保
持，1.4秒までに圧縮ラムの後退を行う．1.5 秒で位置決め治具，支持盤の接触条件を
解除し試験片の拘束を解く．この拘束解除後の圧縮力が，結合品に生じる締付け力で
あり，締付け力に摩擦係数 0.34をかけた値を解析結果の軸戻し耐荷重とした． 
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Fig. 5-2  Deformation 
(Combination A2, W=0.74mm, C=0.015mm, Fj=131kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5-3  Plastic equivalent strain   Fig. 5-4  X-stress (Residual stress) 
(Combination A2, W=0.74mm,  (Combination A2, W=0.74mm,  
C=0.015mm, Fj=131kN)    C=0.015mm, Fj=131kN) 
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Fig. 5-5  Clamping force (Radial direction) 
(Combination A2, W=0.74mm, C=0.015mm, Fj=131kN) 
 
 同様にして全ての解析結果から軸戻し耐荷重を計算した．Fig. 5-6に条件 A2，段差
幅 0.5mmの各クリアランスの解析結果と実験結果を比較したグラフを示す．矢印で示
した解析結果を除き解析結果と実験結果は非常によく一致する結果となった．また，
第 4章同様に軸戻し耐荷重に及ぼすクリアランスの影響がないことが解析結果の傾向
にも現れ，実験を行えなかった結合荷重の軸戻し耐荷重についても補間することがで
きた．矢印で示した解析結果が実験結果と一致しなかったのは，結合ストロークが長
いことと関係がある．第 4章の結果から，段差幅 0.5mmは他の段差幅と比べて結合ス
トロークが長いことが分かっている．また，矢印で示した解析結果は他の解析結果よ
り結合荷重が大きく，長い結合ストロークが必要となる．結合ストロークが長くなる
ことにより，Fig.5-3 でも説明した段付け加工部の角部で軸部品の要素が大きく扁平変
形し，現実には生じない 8.0以上の非常に大きなひずみが生じる．さらに，大きく潰
れた要素が隣合う要素や穴部品の要素に貫入する（Fig. 5-7）．これにより正確な計算
が行えず，解析結果の方が実験結果より小さな軸戻し耐荷重になってしまったと考え
られる．これを改善するためには，軸部品の要素分割の改善や計算途中での要素再分
割（アダプティブメッシュ）の適用などを検討する必要がある． 
 Fig. 5-8に条件 A2，段差幅 0.74mmの各クリアランスの解析結果と実験結果を比較
したグラフを示す．解析結果と実験結果は非常によく一致する結果となった．また，
第 4章では段差幅 0.74mmのクリアランス 0.028mm，0.055mmの実験を行っていない
ためクリアランスの影響を検討できなかったが，解析によって実験条件を補間するこ
とができ，解析結果によれば段差幅 0.5mm，1.0mmと同様にクリアランスの影響がほ
0
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とんどないことを確認できた．なお，図中矢印で示した結合荷重 130kNの解析結果
は，前述の結合部角部での要素の過大な変形の兆候が見られた．そのため，結合荷重
130kN以上の解析を行うにはシミュレーションモデルの改善が必要である． 
Fig. 5-9に条件 A2，段差幅 1.0mmの各クリアランスの解析結果と実験結果を比較し
たグラフを示す．段差幅 0.5mm，0.74mmの結果とは異なり全体的に解析結果の方がわ
ずかに大きな値となった．段差幅 1.0mmでは結合ストロークも小さいことから，結合
部角部の要素の変形は小さく，最大相当塑性ひずみも 1.0程度であった．よって，要
素の過大な変形による影響ではないと考えられ，原因の解明が必要である．しかし，
ばらついた実験結果のうち比較的値の大きい方の結果と比較すれば，解析結果と実験
値の差は 2～3kN程度である．また，Fjの増加に対する Fpの増加の傾きやクリアラン
スによる影響がないことは実験結果を再現できている．そのため，段差幅が大きい条
件では解析値の軸戻し耐荷重がわずかに大きくなることに注意すれば，本シミュレー
ションモデルでも傾向の確認や実験の予測は十分可能である． 
また，Fig. 5-6，5-8，5-9 を比較すると，全ての解析結果で段差幅が小さいほど大き
な軸戻し耐荷重を得られる傾向が再現できていた． 
 よって，本章のシミュレーションモデルと解析条件を用いた結合法 Aの解析結果は
実験結果と比較して妥当であり，結合中の塑性流動の様子の観察や実験結果の予測，
補間に有用である．ただし，結合ストロークが長い条件では結合部角部に要素の過大
な変形や貫入が生じる場合があるため，今後の改善が必要である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5-6  Relations between shaft return proof load and joining load 
(Analysis ware compared with experimental result, Combination A2, W=0.5mm) 
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Fig. 5-8  Failure and penetration of element deformation 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 5-8  Relations between shaft return proof load and joining load 
(Analysis ware compared with experimental result, Combination A2, W=0.74mm) 
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Fig. 5-9  Relations between shaft return proof load and joining load 
(Analysis ware compared with experimental result, Combination A2, W=1.0mm) 
 
５．４ 結言 
結合部の塑性流動の様子の観察，実験結果の予測，または実験結果の補間のために，有限
要素法解析ソフトウェア“LS-DYNA”（アメリカ，Livermore Software Technology Corporation
製）を用いて，提案する結合法 A のシミュレーションモデルを作り，第 4 章で行った実験
の有限要素法解析を行った．また，この解析結果を第 4章の実験結果と比較することで解析
結果の妥当性を評価した．その結果を以下に示す． 
1） 条件 A2，段差幅 0.5mmと 0.74mmの解析結果の軸戻し耐荷重は，実験結果とよく
一致する結果となった． 
2） 条件 A2，段差幅 1.0mmの解析結果の軸戻し耐荷重は，実験結果よりもわずかに大
きな値となった．その差は 2～3ｋN程度である． 
3） 解析結果から得られる段差幅の影響とクリアランスの影響は，第 4章の実験結果と
一致する結果となった． 
4） 結合ストロークが長く，結合部に生じるひずみの大きな条件では結合部の要素に過
大な変形が生じ，正しい解析結果を得ることができない場合が存在した． 
以上により，有限要素法解析ソフトウェアを用いた結合法 Aの解析結果は実験結果
と比較して妥当であり，結合中の塑性流動の様子の観察や実験結果の予測，補間に有
用であると明らかにした．ただし，結合ストロークが長い条件では解析不良となる場
合も存在し，要素分割などの改善が必要である． 
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第６章 提案する結合法のトルク強度 
 
６．１ 緒言 
 第 2章から第 3章では，本研究で提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法
の結合強度に注目して基本特性の検討を行った．本論文では，この結合強度には結合荷
重を負荷した方向と逆向きに軸を押し戻す際の荷重（軸戻し耐荷重）を用いてきた．し
かし，実際の工業部品では軸方向の強度だけでなくトルク強度も要求されることが多い．
第 1章で挙げた塑性結合法の中には，焼入れスプラインの押込み 601)~604)などトルク強度
を重視した塑性結合法も研究されている．また，開発当初の塑性流動結合法 605)や村上
らの研究する塑性流動結合法 606)でも，軸部品へのローレット加工や軸方向の結合溝加
工によってトルク強度の向上を図っている． 
本研究で提案する結合法においてもトルク強度を検討する必要がある．本研究で提案
する結合法では，主として軸穴間の締付け力による摩擦力で結合を行っている．そのた
め，第 5章で述べたように軸戻し耐荷重は締付け力と軸穴間の静止摩擦係数の積から推
定することが可能であった．トルク強度も同様に，軸戻し耐荷重（締付け力×静止摩擦
係数）と結合部の半径から推定が可能であると考えられる． 
そこで本章では，第 2章および第 3章で用いた実験条件（条件 A1，A2，B1）におい
て実験結果から得られた軸戻し耐荷重を元に，トルク強度の推定値を求めた．また，そ
れらの実験条件で改めて結合実験を行い，新たに結合強度の評価としてトルク強度実験
を行った．このトルク負荷実験から，本研究で提案する結合法によって得られるトルク
強度を検討することにした．  
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６．２ 実験方法 
６．２．１ 試験片材料と寸法 
 Table 6-1に本章で用いた材料の組合せを，Table 6-2に各材料の硬さと表面粗さを示
す．本章では，第 2 章および第 3章で用いた条件 A1，条件 A2，条件 B1 の材料の組合
せを用いて実験を行った． 
また，Fig. 6-1に試験片の寸法を示す．軸部品，穴部品ともに第 2章および第 3章で
用いたものと同じ寸法のものを用意した．また，本章では結合後に後述のトルク強度
実験を行うため，軸部品の結合側と反対の端部に固定用のキー溝加工を施したものを
用いて結合を行った．キー溝の寸法は幅 6.0mm，深さ 3.0mm，長さ 13.0mmとした． 
 
Table 6-1  Specimen combination 
 
 
 
 
 
 
 
Table 6-2  Specimen hardness and roughness in the axial direction 
 
 
 
 
 
  
Mechanism Combination Shaft Ring 
Method A 
(Soft shaft) 
 A1 A5056 S45C 
A2 S45C SKD11 
Method B 
(Hard shaft) 
B1 S45C A5056 
 
Material SKD11 S45C A5056 
Hardness (HV0.3) 727 299 109 
Roughness (Ra) 
Shaft - 1.80 1.58 
Ring 0.20 0.77 0.24 
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Fig. 6-1  Dimensions of specimen 
  
3
2
.5
φ 20
2
.5
φ 18.5
3
0
φ 20
(a) Shaft (A1,A2)
1
0 6
.5
φ 40
φ 18.5
φ 20
(b) Shaft (B1)
(c) Ring (A1,A2,B1)
-0.005
-0.020
-0.005
-0.020
+0.02
0
-0.005
-0.020
+0.02
0
6
1
3
3 3
61
3
62 
 
６．２．２ 実験方法（結合実験・軸戻し実験） 
 本章の結合実験で用いた実験装置と実験方法は，第 2章のそれと同じである．ただ
し，負荷する結合荷重 Fjは条件 A1，条件 B1では 33kN，42kN，57kN の 3水準に絞っ
た．同様に条件 A2では 96kN，120kN，144kN の 3水準に絞った． 
 また，本章の軸戻し実験で用いた実験装置と実験方法も，第 2章のそれと同じであ
る．本章では結合実験の後にトルク強度実験を行うが，各実験条件について第 2章，
第 3章と同程度の軸戻し耐荷重が得られているか確認するために各実験条件で 1回ず
つ軸戻し実験を行った． 
 
６．２．３ トルク強度実験装置と実験方法 
 結合品のトルク強度を測定するためにトルク強度実験装置を用いた．Fig. 6-2，6-3
にトルク負荷実験装置の全体写真と概略図を示す．実験装置の主要部（操作ハンド
ル，トルク変換機など）は既存のものを用い，試験片の固定治具やこれらを固定する
ベースプレートを新たに設計して用いた．トルク変換機は定格容量 200Nmのものを用
いた． 
結合品の穴部品は，固定治具で挟み込み，摩擦力によって固定する．結合品の軸部
品はキー溝加工側端部を装置主軸に挿入し，キー溝を介してトルクを負荷する．ま
た，装置主軸の中心から hの位置にレーザー変位計をセットし，装置主軸の回転によ
る変位 dSを測定することとした． 
以下に実験手順を示す． 
 
1） 油性ペンを使用して，Fig. 6-4に示す様に結合品底部の軸部品と穴部品にマーキン
グをする． 
2） 結合品を試験片固定治具にセットし，その固定治具を試験装置ベースプレートに固
定する． 
3） 操作ハンドルを回し，結合品にトルクを負荷する． 
4） 試験中はトルク変換機の測定した負荷トルクと変位計の測定データを PC上で連続
的に記録する． 
5） 1)のマーキングを確認し軸部品と穴部品が相対的に回転していることを確認できた
場合，または，負荷トルクが 200Nmに達したら実験を終了する． 
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Fig. 6-2  Torque experimental setup 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-3  Schematic diagram of experimental setup 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-4  Marking on test peace 
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６．３ 実験結果及び考察 
６．３．１ 軸戻し耐荷重とトルク強度の推定 
 Fig. 6-5に，実験結果から得られた条件 A1，条件 B1の結合荷重 Fjに対する軸戻し
耐荷重 Fpの関係を示す．なお，軸戻し耐荷重は本章のキー溝加工を施した軸部品を用
いた実験結果（Chapter 6）と第 2章のキー溝無しの軸部品を用いた実験結果（Chapter 
2）を合わせて示す．条件 A1 については，本章のキー溝有り軸部品の実験結果（図中
○印）の方がキー溝無し軸部品の実験結果（図中●印）よりやや大きな軸戻し耐荷重
となった．一方，条件 B1 については，キー溝有り軸部品の実験結果（◇）とキー溝
無し軸部品の実験結果（◆）はほぼ同じ大きさの軸戻し耐荷重となった．同様に Fig. 
6-6に，条件 A2の結合荷重 Fjに対する軸戻し耐荷重 Fpの関係を示す．条件 A2につい
ても，キー溝有り軸部品の実験結果（□）とキー溝無し軸部品の実験結果（■）はほ
ぼ同じ大きさの軸戻し耐荷重となった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-5  Relations between shaft return proof load and joining load (Combination A1, B1) 
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Fig. 6-6  Relations between shaft return proof load and joining load (Combination A2) 
 
６．３．２ トルク強度実験結果 
まず，前節の軸戻し耐荷重からトルク強度の推定を行った．本研究で提案する結合法
は，主として軸穴間の締付け力による摩擦力で結合を行っている．そのため，第 5章で
述べたように軸戻し耐荷重は締付け力と軸穴間の静止摩擦係数の積から推定すること
が可能であった．トルク強度も同様に， 
 
軸戻し耐荷重×結合部の半径＝推定トルク強度 Tc  (6.1) 
 
として推定可能であると考えられる．結合部の半径とは，結合法 Aの場合は穴部品の
大内径部の半径を，結合法 Bの場合は軸部品先端の段付け加工部半径を意味する．式
(6.1)を用いた計算では，本章で結合した条件 A1は結合荷重 57kNのときに最大で
208Nm程度のトルク強度を得られると考えられる．同様に条件 B1では結合荷重 57kN
のときに 146Nm程度，条件 A2 では結合荷重 144kNのときに 325Nm程度の最大トル
ク強度を得られると考えられる． 
次に，トルク強度実験中に変位計で測定した変位 dSと変位計の測定位置と装置主軸
の中心の距離 h（=31mm）から式(6.2)を用いて装置主軸の回転角度θ[°]を求めた． 
 
tan−1
変位量 d𝑆
測定距離 ℎ
=回転角度𝜃[°] 
 
ただし，この回転角度θには軸部品のねじれなども含まれており，軸部品と穴部品の
相対的回転角度を示すものではない． 
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Fig. 6-7に条件 A1 の結合荷重 42kNのトルク強度実験から得られたトルク変換機の
測定トルク Tと回転角度θの関係を示す．測定トルクと回転角度の関係は，最初に緩
やかな曲線を描いた後，回転角度の上昇に従い測定トルクが直線的に上昇する．その
後，回転角度 3.5°付近で測定トルクが一度下降してトルクの上昇から直線性が失わ
れ，緩やかな曲線に沿って測定トルクが上昇していきピークを迎た後に下降する傾向
となった．その他の条件でも測定トルクと回転角度の関係は同様の傾向となった．軸
戻し耐荷重を定義したときと同様に，最初の測定トルクの上昇から直線性が失われた
ときが，穴部品に対して軸部品が滑り始めたトルクであると判断し，このトルクを結
合強度を評価する値として耐トルク Tpと定義した． 
Fig. 6-8から Fig. 6-10に各条件の耐トルク Tpと結合荷重 Fjの関係を示す．また，式
(6.1)を用いて求めた推定トルク強度 Tcも合わせて示す．軸戻し耐荷重と同様に，結合
荷重が大きいほど，耐トルクも大きくなる結果となった．しかし，条件 A1 の結合荷
重 57kNの条件と条件 A2 の結合荷重 120kN以上の条件では，使用したトルク変換機
の最大容量である 200Nmよりも耐トルクが大きくなり，耐トルクの測定は不可能であ
った． 
条件 A1 では，キー溝無し軸部品を用いた場合よりも軸戻し耐荷重がやや大きくな
る結果となったため，推定トルク強度もキー溝無し軸部品を用いた場合より本章の方
がやや大きな値となっている．この推定トルクに対してトルク実験から得られた耐ト
ルクはほぼ同程度の値であり，条件 A1 では式(6.1)を用いて軸戻し耐荷重から耐トルク
を推定することが可能であると分かった． 
一方，条件 A2 では結合荷重 96kNの場合のみの比較となるが，本章の実験結果から
求めた推定トルクに比べて耐トルクは非常に大きな値となった．しかし，第 2 章の実
験結果から求めた推定トルクも合わせて比較すると，得られた耐トルクの大きさは実
験結果のばらつきの範囲内であるとも言える．そのため，結合荷重 96kN以外の条件
での耐トルクについても検討する必要があるが，条件 A2についても式(6.1)を用いた耐
トルクの推定が可能であるのではないかと考えられる． 
また，条件 B1 では結合荷重 57kNのときには推定トルクと耐トルクが比較的近い値
となったが，全体的に推定トルクに比べて耐トルクの方がやや小さくなる結果となっ
た．前述のとおり，結合法 Aを用いた条件 A1,A2 では式(6.1)によるトルクの推定が可
能であったことから，結合法の違いにより条件 B1 では推定トルクより耐トルクのほ
うが小さくなる結果となったのではないかと考えられる．そのため，条件 B1 につい
ては式(6.1)を用いた耐トルクの推定には，更なる実験，検討と式の改善が必要であ
る． 
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Fig. 6-7  Relations between torque and rotation angle (Combination A1, Fj=42kN) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-8  Relations between proof torque and joining load (Combination A1) 
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Fig. 6-9  Relations between proof torque and joining load (Combination A2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-10  Relations between proof torque and joining load (Combination B1) 
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６．３．３ 従来法のトルク強度との比較 
本研究で提案する専用パンチを必要としない塑性流動結合法で得られたトルク強度
と従来の専用パンチを用いる塑性流動結合法で得られるトルク強度を比較し，十分な
トルク強度を得ることができているか検討した．比較する従来の塑性流動結合法に
は，アルミダイカスト部品の高強度塑性流動結合 606)の研究成果を用いた．Fig. 6-11 に
その概略を示す．この研究では外径 20mmの S45C軸部品と ADC12穴部品の結合で，
トルク強度確保のための縦溝がない場合には 10Nm未満のトルク強度しか得られなか
ったが，13 本の縦溝を加工した場合には最大で 50Nm程度のトルク強度が得られたと
報告されている．これに対して本研究で提案する結合法で得られるトルク強度は，本
章で測定できた範囲だけでも条件 A1，A2 ともに 200Nm以上，条件 B1 が 136Nmと非
常に大きなトルク強度を得ることができた．よって，本研究で提案する結合法はトル
ク強度についても優れた結合法であるといえる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Fig. 6-11  Image of metal flow joining equipment606) 
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６．４ 結言 
キー溝加工を施した軸部品を用いて第 2章および第 3章で用いたものと同じ実験条
件（条件 A1，A2，B1）で結合実験，軸戻し実験，トルク強度実験を行い，軸戻し耐
荷重からトルク強度の推定が可能であるか検討した．また，本研究で提案する結合法
によってどの程度のトルク強度を得られるか検討した．その結果を以下に示す． 
1） 条件 A1 では，軸戻し耐荷重と軸部品半径からトルク強度の推定が可能であった． 
2） 条件 A2 では，トルク変換機の最大要領の都合により結合荷重 96kNの場合のみし
か比較が行えなかったが，トルク強度の推定が可能であった． 
3） 条件 B1 では，推定したトルク強度よりも実験から得られたトルク強度の方がやや
小さな値となった． 
4） 本章で実験した範囲では条件 A1 は結合荷重 57kNのときに 200Nm以上，条件 A2
は結合荷重 96kNのときに 200Nm以上，条件 B1 では結合荷重 57kNのときに
137Nmの耐トルクを得ることができた． 
5） 提案する結合法は，従来の専用パンチを用いた塑性流動結合法よりも大きな耐トル
クを得られる結果となった． 
以上により，本研究で提案する結合法のトルク強度は，結合法 Aについては軸戻し
耐荷重から推定可能であることを明らかにした．結合法 Bのトルク強度の推定につい
ては，更なる検討と改善が必要であった．また，本研究で提案する結合法は専用パン
チを用いた従来の塑性流動結合法よりも大きな耐トルクを得られる結合法であること
を明らかにした． 
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第７章 結論と今後の課題 
 
 本研究は，専用パンチを必要としない塑性流動結合法の基本特性に関するものである．
研究の目的は，専用のパンチを必要とせずに軸部品と穴付き部品を塑性流動結合する方
法を提案し，その基本特性について検討することで，塑性流動結合法のさらなる低コス
ト化，生産性の向上及び少量生産への適用拡大を図ることである． 
本論文では，軸部品と穴部品の硬度差を利用することで専用パンチを必要としない
シンプルな塑性流動結合法を提案した．提案する結合法を用いて結合実験と軸戻し実
験，トルク実験を実施し，結合時の負荷荷重と得られる結合強度の関係などの基本特
性を明らかにすることを試み，その検討結果を述べた．さらに，結合強度に及ぼす結
合法の違いによる影響，材料の組合せの影響，穴部品段差幅とクリアランスの影響を
明らかにすることを試み，その検討結果を述べた．また，有限要素法解析ソフトウェ
アを用いたシミュレーションによって変形解析，実験結果の予測，補間を試み，その
検討結果を述べた． 
各章で述べた検討結果は以下のとおりである． 
第１章で序論を述べ，従来の塑性結合法と本研究で提案する結合法の概略を述べ
た． 
第 2章では提案する結合法 A（軟質軸と硬質穴の結合）と，結合法 B（硬質軸と軟
質穴の結合）を用いて結合実験と軸戻し実験を行い，結合荷重と得られる軸戻し耐荷
重の関係をはじめとした基本特性について検討した．実験は，A5056軸部品と S45C
穴部品を結合する条件 A1 と，S45C軸部品と A5056 穴部品を結合する条件 B1 の組合
せで行った．本実験で用いた軸部品と穴部品のはめあいが高精度であり，大きな塑性
流動を必要としないため，条件 A1，条件 B1ともに 1.0mm以下の短いストロークで目
標の結合荷重を負荷することができた．また，条件 A1 では結合荷重の増大に対して
得られる軸戻し耐荷重も直線的に増大し，従来の塑性流動結合法と同等の結合強度を
得ることができた．一方，条件 B1 では軸戻し耐荷重の直線的増大に上限があり，結
合荷重 40kN程度を境に軸戻し耐荷重が一定となり，従来の塑性流動結合法より小さ
な結合強度となった．これは，結合法の違いによる影響であり，結合荷重が 40kN以
上になると穴部品の塑性流動の範囲が条件 B1 の軸部品段付け加工部長さより広くな
り，塑性流動量の増加が結合に寄与しなくなるためであった．そのため，条件 B1 は
軸端部段付け加工部長さを長くすることで，より大きな軸戻し耐荷重を得ることが可
能であると考えられた．本検討により，提案する結合法は専用パンチを用いずに従来
の塑性流動結合法と比較して十分な結合強度を得ることができ，低コスト化，生産性
向上，並びに少量生産への適用拡大に有効な方法といえることを明らかにした． 
第 3章では，結合法 Aを用いて S45C軸部品と SKD11穴部品を結合する条件 A2 で
実験を行い，第 2章の条件 A1 の実験結果と結合強度の比較を行うことで結合強度に
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及ぼす材料強度の影響を検討した．また，結合荷重に対する軸戻し耐荷重の比を結合
効率とし，材料の引張り強さに対する結合面圧の比を結合面圧比としてその関係を検
討した．条件 A2 は条件 A1 よりも軸部品の強度が高いため，条件 A1 の約 2 倍の軸戻
し耐荷重を得ることができ，結合法 Aでは軸部品の強度が高い材料ほど大きな結合強
度を得ることができることを明らかにした．また，条件 A1，条件 A2 ともに結合効率
と結合面圧比は比例関係にあり，結合面圧比が大きいほど結合効率も高くなった．さ
らに，その関係は材料の組合せが異なっても同程度の範囲に分布する結果となり，結
合法 Aでは材料の組合せが異なっても結合効率と結合面圧比の関係を用いて結合強度
の推測が可能であることを明らかにした． 
第 4章では，より高い結合効率を得ることのできる結合条件の把握と，許容できる
クリアランスの範囲の把握を目的とし，結合法 Aの結合強度に及ぼす穴部品段差幅と
軸穴間のクリアランスの影響を検討した．条件 A2 の段差幅を 0.5～1.0mmに変更して
実験した結果，段差幅は軸戻し耐荷重に大きな影響を及ぼし，段差幅が小さい方が小
さな結合荷重でより大きな軸戻し耐荷重を得ることができることを確認できた．ま
た，条件 A2のクリアランスを 0.015～0.055mmに変更して実験した結果，クリアラン
スは軸戻し耐荷重に影響をほとんど及ぼさず，負荷した結合荷重が同じであればクリ
アランスが異なっても同程度の軸戻し耐荷重を得ることができることを確認できた．
本検討により，穴部品の段差幅を小さくして結合面圧を高くすることで結合効率が向
上することを明らかにした．また，軸穴間のクリアランスは結合強度にほとんど影響
を及ぼさず，軸径と穴径の寸法精度を厳しくしなくても結合荷重を一定に管理するこ
とで本結合法の適用が可能であることを明らかにした． 
第 5 章では，実験に頼らず適切な結合条件を設計することと，実験では確認することが
困難な結合部の変形の様子を観察，実験結果の補間を目的とし，有限要素法解析ソフトウ
ェア“LS-DYNA”を用いた塑性流動結合法のシミュレーションを提案した．また，LS-
DYNAを用いて第 4 章で行った実験の有限要素法解析を行い，実験結果と比較することで
解析結果の妥当性を検討した．条件 A2，段差幅 0.5mmと 0.74mmの解析結果の軸戻し耐荷
重は，実験結果とよく一致する結果となり，条件 A2，段差幅 1.0mmの解析結果の軸戻し耐
荷重は，実験結果より 2～3ｋN 程度大きな値となった．また，解析結果から得られる段差
幅とクリアランスの影響は，第 4章の実験結果と一致する結果となった．しかし，結合スト
ロークが長く，結合部角部に生じるひずみの大きな条件では，結合部の要素に過大な変形が
生じ，正しい解析結果を得ることができない場合が存在した．本検討により，LS-DYNAを
用いた結合法 A の解析結果は実験結果と比較して妥当であり，結合中の塑性流動の様子の
観察や実験結果の予測，補間に有用であると明らかにした．ただし，結合ストロークが長い
条件では結合部角部での要素の過大な変形を避けるために，要素分割の改善やアダプティ
ブメッシュの適用を検討しなければならない． 
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第 6章では，第 2 章および第 3章で用いた条件 A1，A2，B1 で結合実験，軸戻し実
験，トルク強度実験を行い，軸戻し耐荷重からトルク強度の推定が可能であるか検討
した．また，本研究で提案する結合法で得られるトルク強度について検討した．条件
A1，A2 では，軸戻し耐荷重と軸部品半径からトルク強度の推定が可能であった．し
かし，条件 B1 では推定したトルク強度よりも実験から得られたトルク強度の方がや
や小さな値となってしまった．また，提案する結合法は本章で実験した範囲では条件
A1は結合荷重 57kNのときに 200Nm以上，条件 A2 は結合荷重 96kNのときに 200Nm
以上，条件 B1 では結合荷重 57kNのときに 137Nmの耐トルクを得ることができた．
本検討により，提案する結合法のトルク強度は，結合法 Aについては軸戻し耐荷重か
ら推定可能であることを明らかにした．一方，結合法 Bのトルク強度の推定について
は，更なる検討と改善が必要であった．また，提案する結合法は従来の塑性流動結合
法よりも大きなトルク強度を得られることを明らかにした． 
 
【今後の課題】 
今後の課題として考えられることの一つは，結合法 Bの結合強度に及ぼす軸部品段
付け加工部長さの影響の検討である．第 2章の検討によって，結合法 Bには結合荷重
と結合強度の関係に上限があることが確認された．これは段付け加工部長さの影響に
よるものであり，段付け加工長さを長くすることでより大きな結合強度を得られると
考えられる． 
次に，結合強度に及ぼす軸部品と穴部品の硬度差の影響の検討も考えられる．第 3
章にて軟質部品の材料の強度が高い方が得られる結合強度も高くなることを確認した
が，硬質部品にも弾性変形が生じている．そのため，硬質部品の材料も結合強度に影
響を及ぼすと考えられる．また，軸部品と穴部品の硬度差が小さくなると硬質部品側
にも結合荷重による塑性変形が生じると考えられる． 
さらに，結合強度に及ぼす表面処理の影響の検討も考えられる．提案する結合法は
軸穴間の締付け力と摩擦によって結合する方法であり，潤滑によって結合強度が低下
すること考えられるため，本研究では試験片を脱脂してから結合を行った．本結合法
を適用する製品にめっきなどの表面処理が必要となる場合，製品形状によるめっき処
理の効率低下を考慮すれば，生産性向上のために結合前にめっき処理を行うことが好
ましい．結合前の部品にめっき処理を行った場合，潤滑と同様に軸穴間の摩擦に影響
を及ぼすと考えられる． 
また，本論文で提案する結合法は材料の硬度差を利用する方法であるため，同じ硬
さの材料同士を結合する部品には適用することができない．そこで，硬度差のない材
料の組合せにも適用可能な，専用パンチを必要としない塑性流動結合法の提案が望ま
れる． 
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付録 
 
 
 
 
 
本論文の本文に直接関わる付録を付録 Aとする． 
A.1 圧縮試験結果 
A.2 実験計画法による分散分析 
 
本論文第 7章の今後の課題をはじめとした更なる検討が必要な実験， 
各章で述べた改善が必要な項目に関する付録を付録 Bとする． 
B.1 結合強度に及ぼす軸部品と穴部品の硬度差の影響 
B.2 結合強度に及ぼす表面処理の影響 
B.3 結合強度に及ぼす軸端部面取り形状の影響 
B.4 結合強度に及ぼす結合溝の影響 
B.5 結合強度に及ぼす軸部品段付け加工部長さの影響 
B.6 有限要素法解析の改善 
B.7 中空軸部品と穴部品の結合 
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付録 A.1 圧縮試験結果 
 
 付録 A.1では，博士後期課程副専門研修の一環として行った圧縮試験結果について記
す． 
 
・試験方法 
 圧縮試験を行う試験片には，第 2章，第 3 章で用いた軸部品をそのまま利用すること
にした．試験片材料は S45Cと A5056であり，寸法は外径 20mm，長さ 30mmの円柱状
試験片である． 
 圧縮試験には万能試験機を用いた．試験に用いた治具と工具を図 A.1-1に示す．試験
片とベース，パンチの間に摩擦が生じると，試験片が樽型に変形してしまう可能性があ
る．そのため，試験片の上下には PTFEシートと二硫化モリブデンを塗布し，摩擦の影
響を軽減した．また，圧縮工程の途中でガイドリング②の高さが試験機に干渉するので，
圧縮工程の後半では高さの低いガイドリング①を用いた． 
試験手順を以下に示す． 
① 万能試験機に冶具と試験片をセットする．試験片の上下には PTFEシートを挟み，
二硫化モリブデンを塗布する． 
② パンチに荷重を加えて試験片を変形させる． 
③ 試験片のひずみが 5%程度になったら試験機を停止．試験片を取り出す． 
④ 試験片の高さ，外径の測定を行う． 
⑤ PTFE シートを取替え，二硫化モリブデンを塗布して，試験片を冶具に戻して試
験を再開する． 
以後，ひずみ 5%程度ごとにこれを繰り返し，試験片の塑性ひずみが 50%程度になるま
で実験する事を目標とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 A.1-1 圧縮試験方法 
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・圧縮試験結果 
 図 A.1-2 に，S45C の圧縮試験から得られた応力-ひずみ線図を示す．圧縮試験結果か
ら最小二乗法を用いて n乗硬化則の式で近似した結果，その n値は 0.095，C値は 980MPa
となった． 
 同様に，図 A.1-3 に A5053 の圧縮試験から得られた応力-ひずみ線図を示す．A5053
の試験では，図 A.1-4 に示すように試験片が途中で斜めに歪んでしまい，真ひずみ 0.4
程度までしか試験できなかった．そのため，試験回数を追加して斜めに歪まないように
注意しながら圧縮を行った．n乗硬化則の式で近似した結果，その n値は 0.12，C値は
439MPaとなった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 A.1-2 S45Cの応力-ひずみ線図 
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図 A.1-3 A5056 の応力-ひずみ線図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 A.1-4 A5056 圧縮試験①の試験片(斜め変形の様子) 
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付録 A.2 実験計画法による分散分析 
 
第 4 章で行った軸戻し耐荷重に及ぼす段差幅とクリアランスの影響の検討について，
実験結果のばらつきを排除して段差幅やクリアランスの影響を理論的に判定するため
に，実験計画法による分散分析 A21)を行った．付録 A.2 では，エクセルを用いて行った
実験計画法の分散分析の結果を記す． 
 
・影響を分析する因子の定義 
実験計画法のうち，３つの因子の影響を調べる三元配置法を使用することにした．3
つの因子は，因子 A に負荷する結合荷重の大きさ，因子 B に段差幅，因子 C にクリア
ランス（軸穴間の隙間）を定義した． 
 
・実験結果（軸戻し耐荷重）のデータ表 
 表 A.2-1にデータ表を示す．データ表とは，実験結果を各因子で整理してまとめたも
のである．実験結果は条件ごとに 2 回分の実験データ（合計 36 回分の実験データ）を
用いることにした．表中のピンクのセル(96kN,120kN,144kN)が因子 A結合荷重を，緑色
のセルが因子 B 段差幅を，水色のセルが因子 C クリアランスを示す．また，因子 B 段
差幅の 0.74mmについては，クリアランス 0.015mmの実験結果しかないため省略し，段
差幅 0.5mm，1.0mmの結果のみで比較することにした． 
 
表 A.2-1 軸戻し耐荷重のデータ表 
 
 
 
 
 
 
・因子 A-C，B-C，A-B の二元表 
 表 A.2-2に因子 A-Cの二元表を示す．二元表とは 2つの因子についてのみ実験データ
を整理し，実験データの合計値をまとめたものである．例えば，表 A.2-2 の結合荷重
96kN，隙間 0.015mmのデータは，表 A.2-1の段差幅 0.5mmと 1.0mmのデータの合計値
（17.71+18.18+4.31+5.98=46.18）である．さらにそれらの値の結合荷重ごと，隙間ごと
の合計値と実験一回辺りの平均値もまとめる． 
 同様に表 A.2-3に因子 B-Cの二元表を，A.2-4に因子 A-Bの二元表を示す． 
  
隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055 隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055 隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055
17.71 15.79 13.16 4.31 6.70 6.70
18.18 22.49 18.18 5.98 7.66 5.74
28.71 27.28 26.80 15.55 11.01 10.77
26.80 37.32 26.80 15.31 11.01 15.31
44.98 34.45 45.94 22.97 24.17 23.93
44.98 37.08 39.24 18.66 17.94 14.59
・データ表
段差0.5mm 段差0.74mm 段差1.0mm
96kN
120kN
144kN
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表 A.2-2 因子 A-C二元表 
 
 
 
 
 
 
表 A.2-3 因子 B-C二元表 
 
 
 
 
 
 
表 A.2-4 因子 A-B二元表 
 
 
 
 
 
 
・因子 A-B-Cの三元表 
 表 A.2-5に因子 A-B-C の三元表を示す．三元表とは，3つの因子について実験データ
を整理したものであり，表 A.2-1の各条件の 2回分の実験データの合計をまとめたもの
である． 
 
表 A.2-5 因子 A-B-C三元表 
 
 
 
 
  
・荷重-隙間二元表 A-C [kN]
隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055 合計 平均
96kN 46.18 52.64 43.78 142.60 11.88
120kN 86.37 86.61 79.67 252.66 21.05
144kN 131.59 113.65 123.70 368.94 30.74
合計 264.14 252.90 247.15 764.19
平均 22.01 21.07 20.60 21.23
・隙間-段差二元表 B-C [kN]
隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055 合計 平均
段差0.5 181.36 174.42 170.11 525.89 29.22
段差0.75
段差1.0 82.78 78.48 77.04 238.30 13.24
合計 264.14 252.90 247.15 764.19
平均 22.01 21.07 20.60 21.23
・荷重-段差二元表 A-B [kN]
段差0.5 段差0.74 段差1.0 合計 平均
96kN 105.51 37.08 142.60 11.88
120kN 173.70 78.96 252.66 21.05
144kN 246.67 122.26 368.94 30.74
合計 525.89 238.30 764.19
平均 29.22 13.24 21.23
隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055 隙間0.015 隙間0.028 隙間0.055
96kN 35.89 38.28 31.34 10.29 14.36 12.44
120kN 55.51 64.60 53.59 30.86 22.01 26.08
144kN 89.96 71.54 85.18 41.63 42.11 38.52
・三元表
段差0.5mm 段差1.0mm
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・平方和の計算 
 表 A.2-6 に平方和の計算結果を示す．修正項 CTは全実験データの合計（764.19kN）
の 2乗を全実験データ数（36）で割った値である．全体平方和 Stは全実験データの平方
和から CTを引いた値である．各因子の平方和 Sa,Sb,Scは因子ごとの実験データの平方和
から CTを引いた値である．2因子の平方和 Sab,Sac,Sbcは，各 2因子の二元表の実験デー
タの平方和から CT を引いた値である．3 因子の平方和 Sabcは，三元表の実験データの
平方和から CTを引いた値である． 
 
・分散分析表 
 表 A.2-7に分散分析表を示す．左端の列，要因に 2つ以上の因子が書かれている項は
各因子の交互作用による影響を分析するための項である．各因子の平方和は表 A.2-6の
値であり，2 因子交互要因の平方和は，表 A.2-6 の 2 因子の平方和から各因子の平方和
を引いた値である．3 因子交互要因の平方和は，表 A.2-6 の 3 因子の平方和 Sabcから，
表 A.2-7の各要因，2 因子交互要因の平方和を全て引いた値である．誤差 Eの平方和は，
表 A.2-6の 3因子の平方和 Sabcから全体平方和 Stを引いた値である．自由度は各因子の
水準数-１（例えば結合荷重は 96kN,120kN,144kN の 3 水準なので自由度は 2）となる．
平均平方は平方和を自由度で割った値であり，分散比 F0 値は各要因の平均平方を誤差
E の平均平方で割った値である．P 値は F0値が優位となる確率のことで，要因の F0値
と自由度，誤差 Eの自由度から求めた確率分布の値である．F境界値は，確立分布の逆
関数で，0.05（5％）を返す値である．この F境界値より F0値が大きいとき，その要因
の影響があると判定することができる． 
 よって、分散分析の結果は，因子 A 結合荷重と因子 B 段差幅は軸戻し耐荷重に影響
があるが，因子 Cクリアランスは軸戻し耐荷重に影響がないという判定結果になった．
また，各因子の交互作用による影響もないという判定結果になった． 
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表 A.2-6 平方和の計算 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 A.2-7 分散分析表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
付録 Aの参考文献 
 著者名については，連名者が 3名以上の場合「“筆頭著者名”ら」と表記した． 
A21)  森田 浩ら：“Excelでここまでできる実験計画法”，日本規格協会，(2011) 
要因 平方和 自由度 平均平方 F0値 P値 F境界値
因子A、荷重 2135.072 2 1067.536 96.933 0.00% 3.55
因子B、段差 2297.412 1 2297.412 208.607 0.00% 4.41
因子C、隙間 12.444 2 6.222 0.565 57.81% 3.55
A*B、荷重*段差 130.759 2 65.379 5.936 1.05% 3.55
A*C、荷重*隙間 46.241 4 11.560 1.050 40.95% 2.93
B*C、段差*隙間 1.263 2 0.631 0.057 94.45% 3.55
A*B*C、荷重*段差*隙間 106.004 4 26.501 2.406 8.75% 2.93
誤差E 198.236 18 11.013
合計T 4927.431 35
修正項CT 16221.82
全体平方和St 4927.431
因子A(荷重)平方和Sa 2135.072
因子B(段差)平方和Sb 2297.412
因子C(隙間)平方和Sc 12.444
AB平方和Sab 4563.243
AC平方和Sac 2193.757
BC平方和Sbc 2311.119
ABC平方和Sabc 4729.194
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付録 B.1 結合強度に及ぼす軸部品と穴部品の硬度差の影響 
 
 第 7章の今後の課題でも述べたが，軸部品と穴部品の硬度差が結合強度に及ぼす影響
の検討が今後の課題の一つとして考えられる．第 3章にて，軟質部品の材料の強度が高
い方が，得られる結合強度も高くなることを確認した．しかし，硬質部品にも結合荷重
による弾性変形は生じるため，硬質部品の材料も結合強度に影響を及ぼすのではないか
考えられる．また，軸部品と穴部品の硬度差が小さくなると硬質部品側にも結合荷重に
よる塑性変形が生じると考えられる． 
付録 B.1 では，“結合強度に及ぼす軸部品と穴部品の硬度差の影響”の検討の初期段
階として行った実験の結果を記す． 
 
・実験方法 
本実験では，第 3 章の結合法 A条件 A2（S45C軸部品と SKD11穴部品）を基準とし
て，穴部品の材料を HPM，S45Cと変更して軸穴間の硬度差を小さくしていき，その傾
向を確認することにした．本実験で用いた試験片材料の組合せを表B.1-1に示す．また，
材料の硬さと表面粗さを表 B.1-2に示す． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.1-1に示す．試験片寸法は，第 3章で用いたそれと同
じである． 
実験の方法も，第 3章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．ただし，負荷する結合荷
重 Fjは第 3 章では 70～170kN の範囲としたが，本実験では 96kN，120kN，144kN の 3
水準に絞った． 
 
表 B.1-1 試験片材料の組合せ 
 
 
 
 
 
表 B.1-2 材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
  
Mechanism Combination Shaft Ring 
Method A 
(Soft shaft) 
 A3 S45C HPM 
A4 S45C S45C 
 
Material HPM S45C 
Hardness (HV0.3) 406 281 
Roughness (Ra) 
Shaft  2.50 
Ring 0.40 0.83 
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図 B.1-1  試験片寸法 
 
・実験結果 
 図 B.1-2に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．また，比較のために第 3章の条
件 A2の結果も同図に合わせて示す． 
条件 A3（S45C 軸と HPM 穴）の結果を見てみると，結合荷重は条件 A2 と同様に滑
らかな曲線に沿って上昇している．しかし，条件 A2（S45C 軸と SKD11 穴）よりも軸
穴間の硬度差の小さい条件 A3 の方が，必要な結合ストロークが２割程度長くなる結果
となった． 
 一方， S45C同士の組合せとなる条件 A4の場合は，硬度差がないため穴部品の段付
け加工部にも塑性変形が生じ，結合荷重 80kN以上の範囲では結合荷重が上昇しにくく
なる結果となった．そのため，必要な結合ストロークは条件 A2 の 2倍以上に長くなる
結果となった． 
 次に，図 B.1-3に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．同じ大きさの結合荷重を負
荷した場合，条件 A3，A4 ともに条件 A2 の半分程度の軸戻し耐荷重しか得られない結
果となった．また，条件 A4 の結合荷重 120kNの条件では，軸戻し耐荷重が 6.2kNから
20.3kNまで大きくばらつく結果となった． 
 以上の結果から， 
・硬度差が小さくなるほど同じ結合荷重を負荷するために必要な 
結合ストロークが長くなる． 
・条件 A2 に比べ，硬度差が小さい条件 A3，A4は得られる軸戻し耐荷重が 
大きく減少する． 
という傾向が判明し，軸穴間の硬度差が結合強度に及ぼす影響が存在することは確認で
きた．しかし，S45C 同士を結合する条件 A4 では実験結果に大きなばらつきが見られ
た．また，今回実験した軸部品の材料は S45Cのみであり，用いた結合法も結合法 Aの
みに限られる．そのため，結合強度に及ぼす軸部品と穴部品の硬度差の影響を明らかに
するためには，軸部品の材料も含め更に複数の硬度差の組合せでの実験，また，負荷す
る結合荷重の水準を増やした実験とシミュレーションでの補間など，更なる検討を行う
必要がある．また，結合法 Bについても同様の検討を行う必要がある． 
3
0
φ 20
(a) Shaft
1
0 6
.5
φ 40
φ 18.5
φ 20
(b) Ring 
-0.005
-0.020 +0.02
0
+0.02
0
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図 B.1-2  結合荷重と結合ストロークの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.1-3  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係 
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付録 B.2 結合強度に及ぼす表面処理の影響 
 
 第 7章の今後の課題でも述べたが，結合強度に及ぼす表面処理の影響の検討が今後の
課題の一つとして考えられる．本結合法を適用する製品にめっきなどの表面処理が必要
となる場合，製品形状によるめっき処理の効率低下を考慮すれば，生産性向上のために
結合前にめっき処理を行うことが好ましい．しかし，本論文で提案する結合法は軸穴間
の締付け力と摩擦によって結合する方法であり，結合前の部品にめっき処理を行った場
合，潤滑条件と同様に軸穴間の摩擦に影響を及ぼすと考えられる． 
付録 B.2 では，“結合強度に及ぼす表面処理の影響”の検討の初期段階として行った
実験の結果を記す． 
 
・実験方法 
本実験では，第 3 章の結合法 A条件 A2（S45C軸部品と SKD11穴部品）を基準とし
て，S45C軸部品と SKD11 穴部品の両方にめっき処理を施して結合実験を行った．試験
片に施しためっきは，電気亜鉛めっき+クロメート処理であり，その膜厚は 8～10μmで
ある．材料の硬さと表面粗さを表 B.2-1に示す．硬さの測定はマイクロビッカース試験
機を用いて表面の硬さを測定している．そのため，第 3章の条件 A2 と同じロットの材
料を使用しているが，表面に施しためっき影響で条件 A2 より柔らかい測定結果となっ
ている． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.2-1に示す．試験片寸法は，めっきを施した状態で第
3 章の条件 A2 と同じ寸法となるようにした． 
実験の方法も，第 3章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．ただし，負荷する結合荷
重 Fjは第 3 章では 70～170kN の範囲としたが，本実験では 96kN，120kN，144kN の 3
水準に絞った． 
 
表 B.2-1 材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
 
  
Material SKD11 S45C 
Hardness (HV0.3) 163 176 
Roughness (Ra) 
Shaft - 1.50 
Ring 0.30 - 
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図 B.2-1  試験片寸法 
（※写真は軸戻し実験後の試験片のため，めっきの剥離がみられる） 
 
・実験結果 
 図 B.2-2に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．また，比較のために第 3章の条
件 A2の結果も同図に合わせて示す．めっき有りの実験結果と条件 A2（めっき無し）の
実験結果はほぼ同じ結果となり，めっき処理を施した試験片で結合実験を行っても，必
要な結合ストロークの長さにはほとんど影響がないことがわかった． 
 次に，図 B.2-3に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．同じ大きさの結合荷重を負
荷した場合，めっき有りの実験結果の方が得られる軸戻し耐荷重が 5kN 程度小さくな
る結果となった．これには 2つの原因が考えられる．一つは，めっき処理を施した試験
片の方が，表面粗さがわずかに小さくなったため，軸穴間の摩擦力が低下した可能性が
考えられる．もう一つは，めっき膜の強度の影響である．図 B.2-4に示すように実験後
の試験片結合部のめっきが剥離していた．つまり，試験片の硬さの説明でも述べたとお
り，めっき膜の方が試験片材料より強度が低く，そのため本来の軸戻し耐荷重に達する
前にめっき膜が剥離してしまうことによって結合強度が低下したと考えられる． 
 以上の結果から， 
・結合ストロークに及ぼすめっきの有無による影響はほとんどない． 
・めっき有りの方が，得られる軸戻し耐荷重が 5kN程度小さくなる． 
・その原因はめっきの表面粗さと強度の影響であると考えられる． 
という傾向が確認でき，わずかに結合強度が落ちるが，表面処理を施した試験片同士の
結合にも本結合法が適用可能であるとわかった．しかし，今回の実験は電気亜鉛めっき
＋クロメート処理の膜厚 8～10μmのみしか行っていない．同じ亜鉛めっきでも表面粗
さ，めっき膜強度，膜厚の異なる処理を施すことが可能であり，表面粗さやめっき強度
を変更すれば得られる軸戻し耐荷重が向上する可能性も考えられる． 
そのため，結合強度に及ぼす表面処理の影響を明らかにするには，めっき処理の種類
や表面粗さ，強度などを変更した試験片で実験を実施し，更なる検討を行う必要がある． 
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図 B.2-2  結合荷重と結合ストロークの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.2-3  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係 
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図 B.2-4  軸戻し実験後の軸部品先端の様子 
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付録 B.3 結合強度に及ぼす軸端部面取り形状の影響 
 
 本結合法は，軸部品と穴部品の間の隙間を塑性流動した材料で充填し，高い締付け圧
力を得ることで結合力を得ている．軸部品の先端に面取りが施されている場合，面取り
の分だけ軸部品と穴部品の隙間が増えるため，面取り形状が結合強度に影響を及ぼす可
能性が考えられる． 
付録 B.3 では，“結合強度に及ぼす軸端部面取り形状の影響”の検討の初期段階とし
て行った実験の結果を記す． 
 
・実験方法 
本実験では，第 4 章の結合法 A，条件 A2（S45C軸と SKD11 穴），段差幅 1.0mm，ク
リアランス 0.028mm と同じ実験条件で，軸部品先端の面取りの有無による違いを比較
した．試験片材料の硬さと表面粗さを表 B.3-1に示す． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.3-1 に示す．面取り有りの実験では，軸部品先端に
C0.5の面取り加工を施した．  
実験の方法も，第 4 章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．負荷する結合荷重 Fj の
範囲も第 4章と同じ 96kN，120kN，144kNの 3水準とした． 
 
表 B.3-1 試験片材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.3-1  試験片寸法 
  
Material SKD11 S45C 
Hardness (HV0.3) 727 281 
Roughness (Ra) 
Shaft - 2.50 
Ring 0.20 - 
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・実験結果 
 図 B.3-2 に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．面取り有りの場合，図 B.3-3 に
示すように軸部品と穴部品の間に空間ができる．この空間を充填するために余分な塑性
流動量が必要となるため，必要な結合ストロークの長さは面取り有りの方が面取り無し
よりも 15％程度長くなった． 
 次に，図 B.3-4に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．結合荷重 96kN，120kNの結
果は，面取り無しの方がわずかに小さな軸戻し耐荷重となった．しかし，結合荷重 144
ｋN の結果を見ると面取り有りも面取り無しもほぼ同程度の軸戻し耐荷重となってい
る．よって，結合荷重 96kN，120kN の結果のばらつき方に偏りが出てしまい，面取り
無しの方がわずかに小さな軸戻し耐荷重となった可能性も考えられる． 
そこで，第 5章で述べた有限要素法解析を用いて面取り有無の違いを比較することと
した．解析結果から得られた軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を図 B.3-5に示す．第 5章
でも述べたとおり，条件 A2 段差幅 1.0mmの実験条件では実験結果より解析結果の方が
わずかに大きな軸戻し耐荷重となったが，グラフの傾きは実験結果，解析結果ともにほ
ぼ同じ傾きとなった．この解析結果から面取り有無の影響を比較すると，同じ大きさの
結合荷重を負荷した場合，面取りの有無によらず得られる軸戻し耐荷重の大きさは同じ
大きさとなった．そのため，実験結果には偏りが出てしまったが，第 4章のクリアラン
スの影響と同様に，面取りの有無が軸戻し耐荷重に及ぼす影響はほとんどない可能性が
高いと考えられる． 
以上の結果から，  
・軸部品先端の面取り形状は，結合ストロークに影響を及ぼし， 
面取りによる隙間が大きいほど結合ストロークが長くなる． 
・軸部品先端の面取り形状は，軸戻し耐荷重にほとんど影響を及ぼさず， 
負荷した結合荷重が同じ大きさであれば面取りの有無によらず，同程度の 
軸戻し耐荷重を得ることができる可能性が高い． 
ということが確認できた．しかし，今回の実験にはばらつき方の偏りが生じた可能性が
高く，面取り形状も面取り無しと C0.5 の比較しか行えていない．また，軸先端だけで
なく穴部品の段付け加工部の面取り形状も結合ストロークや結合強度に影響を及ぼす
可能性が考えられる． 
そのため，結合強度に及ぼす面取り形状の影響を明らかにするには，より多くの面取
り形状での実験と，穴部品の面取り形状の影響の検討などが必要である． 
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図 B.3-2  結合荷重と結合ストロークの関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.3-3  軸先端の面取りによって生じる空間 
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図 B.3-4  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係（面取り有無の比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.3-5  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係（解析結果との比較） 
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付録 B.4 結合強度に及ぼす結合溝の影響 
 
 本結合法は，軸部品と穴部品の間の隙間を塑性流動した材料で充填し，高い締付け圧
力を得ることで結合力を得ている．従来の塑性流動結合法は，第 1章でも説明したとお
り，結合溝による機械的噛み合いによる結合力も利用している．本結合法でも結合溝を
用いることで，さらに結合強度を向上させられる可能性がある． 
付録 B.4 では，“結合強度に及ぼす結合溝の影響”の検討の初期段階として実施した
実験の結果を記す． 
 
・実験方法 
本実験では，第 2 章の結合法 B，条件 B1（S45C 軸と A5056 穴）と同じ実験条件で，
軸部品先端の段付け加工部に結合溝を設けた場合の結合強度について検討した．結合溝
無しの実験結果については，第 2章の実験結果を用いた． 
実験に用いた試験片材料の硬さと表面粗さを表 B.4-1に示す． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.4-1に示す．結合溝有りの実験では，この軸部品先端
の段付け加工部に，図 B.4-2に示すよう幅 1.0mm，深さ 0.5mmの三角溝を一周加工した
試験片を用いた． 
実験の方法は，第 2章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．ただし，負荷する結合荷
重 Fjの範囲は 23kN，47kN，71kNの 3水準とした． 
 
表 B.4-1 試験片材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.4-1  試験片寸法 
Material S45C A5056 
Hardness (HV0.3) 256 103 
Roughness (Ra) 
Shaft 1.77 - 
Ring - 0.24 
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図 B.4-2  軸部品段付け加工部の結合溝 
 
・実験結果 
 図 B.4-3 に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．結合荷重 25kN 程度までは結合
溝の有無による差はほとんどないが，結合荷重 25kN以上の範囲では結合溝有りの方が
結合荷重の上昇が緩やかになった．これは，結合荷重 25kNを超えた辺りから塑性流動
した穴部品が結合溝へ流入し始め，クリアランスや面取りによる空間同様に，塑性流動
した材料が結合溝の空間に逃げることによって結合荷重の上昇が緩やかになったと考
えられる． 
 次に，図 B.4-4 に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．結合荷重 23kN の場合，得
られる軸戻し耐荷重は結合溝無しの実験結果よりも非常に小さくなった．これは先ほど
も述べたとおり，結合荷重 25kN程度までは塑性流動した材料がほとんど結合溝に流入
しておらず，機械的噛み合いによる結合力を得られなかったためではないかと考えられ
る．そこで X 線を用いて結合品の断面観察を行った結果を図 B.4-5に示す．結合荷重 23
ｋN の場合の結合溝の充填深さ（結合溝に流動した材料の半径方向の深さ：図中の L）
を測定したところほぼ 0mm であり，結合溝の充填は見られなかった．さらに，結合溝
を設けた分だけ軸部品と穴部品の接触面積が減少し，摩擦力による結合力も低下してし
まい，結合溝無しの実験結果より軸戻し耐荷重が低下したのではないかと考えられる． 
一方，結合荷重 47kN，71kNの場合には，得られる軸戻し耐荷重は結合溝無しの実験
結果とほぼ同じ大きさとなった．図 B.4-5 より，結合荷重 47kN では 0.258mm，結合荷
重 71kNでは 0.364mmの充填深さを得られていた．また，軸戻し実験後の軸部品を観察
したところ，結合溝に流動していた穴部品の一部がせん断されたものと見られるアルミ
合金の破片が付着していた．このことから，結合溝の機械的噛み合いによる結合力は得
られていたと考えられる．それにもかかわらず，得られる軸戻し耐荷重が結合溝無しの
場合と同程度であったのは締付け力と摩擦による結合力の低下によるものではないか
と考えられる．本結合法は結合ストロークが小さく，生じる塑性流動の量も少ない．そ
のため，結合溝を充填するために材料が塑性流動したことにより，軸穴間の隙間を充填
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して半径方向の締付け力を発生させる塑性流動の量が減少し，本結合法本来の締付け力
による結合力が減少したものと思われる．この場合，結合溝による結合力はトルク強度
には寄与しないため，締め付け力が低下した分だけトルク強度も低下していると考えら
れる． 
以上の結果から，  
・結合溝は結合ストロークに影響を及ぼし，結合溝が有ると必要な 
結合ストロークが長くなる． 
・本実験で用いた結合溝の形状では，機械的噛み合いによる結合力を 
得られたが締付け力が低下し，得られる軸戻し耐荷重は向上しなかった． 
ということが確認できた．しかし，結合溝の深さや形状を変更し，結合溝の充填に必要
な塑性流動量を少なくすることで締付け力の低下を最小限に抑えることができれば，結
合強度を向上させられる可能性がある．また，軸方向の結合溝を設けることでトルク強
度を向上させられる可能性もある． 
そのため，“結合強度に及ぼす結合溝の影響”を明らかにするには，結合溝の形状を
変更して実験を行い，用途に合わせた適切な結合溝形状の検討を行なう必要がある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.4-3  結合荷重と結合ストロークの関係 
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図 B.4-4  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係（結合溝有無の比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.4-5  結合溝充填深さの X線観察 
 
 
  
71kN 
47kN 
23kN 
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付録 B.5 結合強度に及ぼす軸部品段付け加工長さの影響 
 
 第 2 章でも述べたとおり，本論文で提案する結合法 B は，得られる軸戻し耐荷重に
上限が存在した．それは，塑性流動の生じる範囲より軸部品端部の段付け加工長さの方
が短く，塑性流動の範囲が拡大しても結合力に寄与しなくなるためである．そのため，
軸部品段付け加工部の長さを長くすることでより大きな軸戻し耐荷重を得ることが可
能であると考えられる． 
付録 B.5 では，“結合強度に及ぼす軸部品段付け加工長さの影響”の検討の初期段階
として行った実験の結果を記す． 
 
・実験方法 
本実験では，軸部品に SUJ2，穴部品に S45Cを使用した．試験片材料の硬さと表面粗
さを表 B.5-1に示す．本研究で用いた試験片は高い寸法精度を要求されるため，基本的
には共同研究先の企業から提供していただいた試験片である．しかし，本実験に用いる
試験片には，株式会社ミスミにて市販される標準部品を用いた．そのため，材料，硬さ，
粗さ，寸法がこれまでの実験条件の水準と異なり，軸穴間のクリアランスのばらつきも
これまでの実験より大きい． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.5-1に示す．軸部品は図の(a)～(c)に示すとおり段付け
加工長さが 3mm，5mm，7mmの試験片を用いた．結合法 Bの場合，穴部品には段付け
加工が無くても結合が可能であるため，本実験では内径 17mmのストレート穴を持つ簡
穴部品を用いて簡略化した． 
実験の方法は，第 2 章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．負荷する結合荷重 Fj は
試験片材料の降伏応力を考慮し 95kN，145kN，190kNの 3水準とした． 
 
表 B.5-1 試験片材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
  
Material SUJ2 S45C 
Hardness (HV0.3) 342 281 
Roughness (Ra) 
Shaft 1.07 - 
Ring - 2.47 
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(a)段付け加工長さ 3mm  (b)段付け加工長さ 5mm  (c)段付け加工長さ 7mm 
 
 
 
 
 
 
(d)穴部品 
図 B.5-1  試験片寸法 
 
・実験結果 
 図 B.5-2 に結合荷重 190kN を負荷した場合の結合荷重と結合ストロークの関係を示
す．この図は，各段付け加工長さ（3mm，5mm，7mm）で 2回ずつ行った結合実験の全
ての結果をまとめたものである．また，その結合ストロークの最大値をまとめたものを
表 B.5-2に示す．試験片寸法（クリアランス）のばらつきがやや大きいため結合ストロ
ークの最大値にもばらつきがみられ，段付け加工長さの影響を見ることはできなかった． 
 次に，図 B.5-3 に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．まず，結合荷重 95kN の場
合には得られる軸戻し耐荷重が非常に小さく，全ての条件でほぼ同程度の軸戻し耐荷重
となった．結合荷重 145kN以上の結果では，段付け加工長さ 3mmに比べて段付け加工
長さ 5mm の方が大きな軸戻し耐荷重を得られる結果となった．しかし，段付け加工長
さ 5mmと 7mmでは得られる軸戻し耐荷重の大きさにはほとんど差が見られなかった．
これは，第 2 章でも述べたとおり，段付け加工長さ 3mm では塑性流動の範囲より段付
け加工長さのほうが短く，締め付け力に寄与しない塑性流動が生じてしまったが，段付
け加工長さを 5mm にすることでより長い範囲で締付け力を得ることができたためであ
る．また，図 B.5-4に示すように結合荷重 190kNを負荷しても穴部品に生じる塑性流動
の範囲は 3.5mm 程度であったため段付け加工長さ 5mm と 7mm では軸戻し耐荷重の大
きさに差が現れなかったと考えられる． 
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以上の結果から， 
・本実験では軸部品の段付け加工長さを長くすることで得られる軸戻し 
耐荷重が向上した． 
・ただし，穴部品に塑性流動が生じる範囲以上に段付け加工長さを長くしても 
それ以上軸戻し耐荷重は向上しない． 
ということが確認できた．これにより，第 2章で述べたとおり，結合法 Bでは軸部品段
付け加工部の長さを長くすることでより大きな軸戻し耐荷重を得られることが明とな
った．しかし，本実験では試験片の入手方法に起因して試験片のばらつきが大きく，軸
穴間の硬度差も小さい．また，穴部品の段付け加工も省略してある． 
そのため，より精度の高い実験データを集める必要がある．また，材料や形状から適
切な段付け加工長さを予測，設計できるように更なる検討を行う必要がある． 
 なお，本実験は本学平成 25 年度 4 年生の上紘史君の卒業研究の一部として指導，実
施したものである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.5-2  結合荷重 190kNの結合ストローク 
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表 B.5-2  結合荷重 190kN時の最大結合ストローク 
段付け加工長さ 最大ストローク量[mm] 
3mm 
0.68  
0.87  
5mm 
0.70  
0.78  
7mm 
0.71  
0.63  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.5-3  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係 
（段付け加工長さの比較） 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.5-4  軸戻し実験後の穴部品の結合部に見られる塑性流動の範囲 
（結合荷重 190kN，左から段付け加工長さ 3mm，5mm，7mm） 
  
3mm 3.5mm 3.5mm
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付録 B.6 有限要素法解析の改善 
 
 第 5 章でも述べたとおり，本論文で提案したシミュレーションモデルと解析条件は，
結合ストロークが長く結合部に生じるひずみの大きな条件では結合部の要素に過大な
変形が生じ，正しい解析結果を得ることができない場合が存在した．そのため，結合ス
トロークが長くひずみの大きな範囲でも正しい解析結果を得るために，要素分割などの
改善必要である． 
付録 B.6では，計算途中でシミュレーションモデルの要素の再分割を行うオプション
（アダプティブメッシュ）を使用することで解析結果の改善を試みた結果を記す． 
 
・アダプティブメッシュとは 
 アダプティブメッシュとは，計算途中で要素の再分割を行う LS-DYNA のオプション
の一つである．計算が進み，要素の変形があらかじめ指定した変形量に達した場合や，
指定した時間間隔で，指定したサイズで要素の再分割を自動で行うものである．本論文
の結合ストロークの長い解析条件のように，大きな変形が生じることで潰れてしまった
要素を，正方形（又は正三角形）に近い要素で再分割して計算を続けるため，大変形を
伴う解析に有効なオプションである．再分割前のひずみや応力などの履歴は再分割後の
要素に引き継がれるが，再分割前後で要素の配置が変化するため履歴の引継ぎに誤差が
生じる．また，再分割のための計算時間や，分割によって要素数が増大することにより
計算時間が多大になる場合がある． 
 
・アダプティブメッシュの適用 
 いくつかのパターンでアダプティブメッシュを試した結果，本解析条件では時間間隔
で再分割を指定する方法が要素の変形の改善に有効であり，解析時間の増加も少なくて
済むと分かった．また，結合荷重負荷工程終了後の保持中や除荷中にもアダプティブメ
ッシュを使用すると，前述の履歴引継ぎの誤差が蓄積されて解析結果が実験値から離れ
ていくことが確認された．そのため，アダプティブメッシュの適用は計算開始から結合
荷重負荷終了までの間に限定し，再分割の間隔は 0.0004 秒とした．再分割後の要素は
一辺 0.2mm前後の大きさで，軸部品の総要素数は約 7400となる． 
 上記のアダプティブメッシュの設定を用いて，条件 A2（S45C 軸と SKD11 穴）の有
限要素法解析を実施した．また，条件 A2の結合実験と軸戻し実験を行い解析結果との
比較を行った．この実験の試験片，実験方法は付録 B.7 に記す中空軸部品の結合実験の
一部である． 
 
・解析結果と実験結果の比較 
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 図 B.6-1にアダプティブ非適用の解析結果とアダプティブメッシュを適用した解析
結果，実験結果から得られた軸戻し耐荷重を示す．アダプティブメッシュを用いなか
った場合，第 5章同様に結合荷重の大きな条件（結合ストロークの長い条件）では要
素が過大に変形し良好な解析結果が得られず，実験値よりも解析結果の方が小さな軸
戻し耐荷重となった．しかし，アダプティブメッシュを適用した場合には，要素の過
大な変形が改善され，実験結果と解析結果の軸戻し耐荷重はほぼ同じ値となった． 
アダプティブメッシュを適用した解析結果の結合部周辺を拡大した図を図 B.6-2に
示す．軸部品先端の押し出し変形部の形状に合わせて要素の再分割が行われており，
段付け加工部の角部での過大な要素変形が生じなくなっている．また，この図は相当
塑性ひずみの分布を示している．ひずみ分布とその大きさはアダプティブメッシュ適
用前と大きく違わない．しかし，アダプティブ非適用時には角部に過大な要素変形が
生じ現実にはありえない最大相当塑性ひずみ 5～8程度となっていた箇所が，最大相当
ひずみ 0.38程度に改善されていた． 
 よって，結合荷重負荷工程にアダプティブメッシュを用いることで，有限要素法解
析ソフトウェアを用いた結合法 Aの解析を適用可能な範囲を改善することができた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.6-1  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係（アダプティブメッシュの影響） 
（S45C軸と SKD11穴の結合，段差幅 0.75mm，クリアランス 0.015mm） 
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図 B.6-2  結合部周辺の解析結果拡大図(相当塑性ひずみの分布図) 
（最大相当塑性ひずみは 0.38程度） 
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付録 B.7 中空軸部品と穴部品の結合 
 
 本研究では，自動車の駆動部品などの軸部品と円盤部品の結合や，ミッションハウジ
ングに軸受け部品を結合する方法として新たな塑性流動結合法を提案した．しかし，自
動車の駆動部品などの軸部と円盤部からなる製品においては，軽量化のために軸部品を
中空にする場合がある．また，ミッションハウジングに軸受け部品を結合する場合，軸
受け部品は円筒状の中空部品となる．このように，軽量化や製品の用途によっては本結
合法で用いる軸部品が中空となる場合が生じる．軸部品を中空化し，その肉厚が薄くな
ると，結合品の半径方向の残留応力が減少し，結合強度が低下すると考えられる． 
付録 B.7 では，“中空軸部品と穴部品の結合”の検討の初期段階として行った実験の
結果を記す．  
 
・実験方法① 
本実験は，第 3 章の条件 A2，S45C 軸部品と A5056 穴部品の結合と同じ実験条件と
した．試験片材料の硬さと表面粗さを表 B.7-1に示す． 
実験に用いた試験片寸法を図 B.7-1に示す．軸部品は，図中(a)に示すようにこれまで
どおり中軸の軸部品を用いた場合と，図中(c)に示すように内径 10mm の穴あけ加工を
施して肉厚 5mmの中空軸とした場合の 2通りの軸部品を用いた．  
実験の方法は，第 3 章と同じ結合実験と軸戻し実験とした．負荷する結合荷重 Fj は
71kN，95kN，120kNの 3水準とした． 
 
表 B.7-1 試験片材料の硬さと粗さ 
 
 
 
 
 
  
Material SKD11 S45C 
Hardness (HV0.3) 717 320 
Roughness (Ra) 
Shaft - 0.10 
Ring 0.32 - 
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図 B.7-1  試験片寸法 
 
・実験結果① 
 図 B.7-2 に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．中実軸よりも肉厚 5mm の中空
軸の方が必要な結合ストロークは長くなる結果となった．これは中空軸の方が軸の横断
面積が小さいため，同じ結合荷重を負荷した場合の軸の圧縮応力が大きくなり，軸方向
の弾性変形が大きくなった分，結合ストロークが長くなったものと考えられる． 
 次に，図 B.7-3 に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．中軸軸の実験結果と肉厚
5mmの中空軸の実験結果は，ほぼ同じ大きさの軸戻し耐荷重を得られる結果となった．
これは，本実験で用いた直径 20mm，肉厚 5mmの S45C中空軸部品は，段差幅（0.75mm）
に対して十分に肉厚が厚かったため，中空化の影響がほとんど現れなかったものと考え
られる．また，負荷した結合荷重の範囲では軸全体の塑性変形（樽型変形）は生じなか
った． 
  
・有限要素法解析による予測と実験方法② 
実験結果①から肉厚 5mm の中空軸では結合強度にほとんど影響が無いことが分かっ
たため，肉厚をどの程度薄くすると結合強度に影響が出るのか，その境界となる肉厚の
把握を目的に中空軸の肉厚をさらに薄くして実験を行うことにした． 
まず，結合強度に影響が出始める肉厚を予測するために有限要素法解析ソフトウェア
LS-DYNAを用いてシミュレーションを行った．この計算には，第 5 章で述べた解析条
件に付録 B.6 で述べたアダプティブメッシュのオプションを適用した解析条件を用い
た． 
3
0
φ 20
(a) Shaft
1
0 6
.5
φ 40
φ 18.5
φ 20
(b) Ring 
-0.005
-0.020 +0.02
0
+0.02
0
107 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.7-2  結合荷重と結合ストロークの関係 
（中実軸と中空軸(肉厚 5mm)の比較） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.7-3  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係 
（中実軸と中空軸(肉厚 5mm)の比較） 
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その解析結果と実験結果の比較を図 B.7-4 に示す．まず，先ほどの実験①で行った中
実軸を用いた結合と肉厚 5mm 中空軸の結合の解析を行って実験結果と比較した．その
結果，実験結果と解析結果はよく一致しており，解析結果が妥当なものであることを確
認できた．そこで，中空軸の肉厚を変更して解析を行い，軸戻し耐荷重が低下し始める
肉厚を確認した．その結果，肉厚を 3mmまで薄くしたところで図中の⇒で示すように，
結合荷重 85kN程度から得られる軸戻し耐荷重が上昇しなくなり，中軸軸で得られる軸
戻し耐荷重より小さくなることが確認できた． 
よって，実験②では肉厚 3mm の中空軸部品を使用して実験を行うことにした．実験
に用いた試験片寸法を図 B.7-5 に示す．軸部品の穴あけに使用した工具の都合により，
試験片の実寸法は肉厚 3.05mm程度であった． 
実験の方法は，結合・軸戻しともに実験①と同じ方法とし，負荷する結合荷重 Fjは軸
部品の降伏応力と肉厚を考慮して 71kN，81kN，95kNの 3水準とした． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.7-4  解析結果と実験結果①の比較 
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図 B.7-5  中空軸（肉厚 3.05mm）の試験片寸法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 B.7-6  結合荷重と結合ストロークの関係 
（中空軸(肉厚 3.05mm)と実験①の比較） 
 
・実験結果② 
 図B.7-6に結合荷重と結合ストロークの関係を示す．比較のために中実軸と中空軸（肉
厚 5mm）の結合荷重 95kNの結果も合わせて示す．肉厚 3.05mmの中空軸は，中実軸や
肉厚 5mmの結果に比べて非常に長い結合ストロークが必要であった． 
図 B.7-7に軸戻し耐荷重と結合荷重の関係を示す．比較のために実験①の結果と肉厚
3mmの解析結果も合わせて示す．肉厚 3mmの解析結果では結合荷重 85kN 程度から軸
戻し耐荷重が低下すると予測されたが，肉厚 3.05mmの実験結果では全ての実験結果で
得られる軸戻し耐荷重が中実軸の結果より平均 40％程度小さくなり，解析値よりも小
さくなった． 
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図 B.7-7  軸戻し耐荷重と結合荷重の関係 
（中空軸(肉厚 3.05mm)と実験結果①，解析結果の比較） 
 
・実験結果①，②のまとめ 
実験結果①，②よりよって，  
・軸部品を肉厚 5mmの中空軸にした場合，得られる結合強度の大きさは 
中実軸部品を用いた場合とほぼ同じ大きさであった． 
・有限要素法解析によれば，中空軸部品の肉厚を 3mm程度まで薄くした場合， 
軸部品の中空化の影響によって結合強度が低下すると予測された． 
・軸部品を肉厚 3.05mmの中空軸にした場合，中空化の影響によって 
結合強度が 40％程度低下した． 
ということが確認できた．これにより，中空軸部品と穴部品の結合においても本結合法
が適用可能であり，結合品の更なる軽量化が可能であると明らかにした．また，直径
20mm，肉厚 5mm程度までは中空化による結合強度の低下は生じないが，中空軸部品の
肉厚をさらに薄くしていき肉厚 3mm 程度になると結合強度が大きく低下するようにな
るということを明らかにした． 
今後，軸部品直径と肉厚を変えた実験条件や条件 A2以外の材料組合せで実験を行い，
寸法や材料の異なる結合条件に対して中空化による結合強度の低下が始まる肉厚（また
は外径肉厚比）の境界を把握し，適切な結合条件の予測を可能にできるように更なる検
討を行う必要がある． 
 なお，本実験は本学平成 26 年度 4 年生の横山大介君の卒業研究の一部として指導，
実施したものである． 
